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【研究要旨】 

視覚障害の有病率は高齢者で高くなることから、健康寿命の延伸のためにも視覚の

維持は重要であり、慢性眼疾患を早期に発見するための効率的な成人眼科検診プログラ

ムの確立が必要と考えられる。本研究は成人眼科検診の医療経済学的評価を行い、十分

な医学的効果と費用対効果の高い検診方式を提示することを目的とした。 

視覚障害の原因となる主要疾患である緑内障、黄斑変性、糖尿病網膜症、白内障につ

いて個別にマルコフモデルを作成し、分析を行った。更に 4 疾患の検診モデルを統合

し、眼底検査によるスクリーニングで複数の疾患を発見する統合モデルを作成した。40

歳から 70歳まで 5年に 1回の眼底検査というベースケースでは、主要 4疾患（緑内障、

糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障）に関して費用対効果の評価が大きく分かれたが、

4疾患を併せた統合モデルでは、ICER は 1,883,516円/QALY と費用対効果の閾値内であ

り、16.2％の失明抑制効果が見込まれた。検診間隔を 1年に 1回にするか、眼底検査に

光干渉断層計（OCT）検査を付加することで ICERを大きく変えずに更に高い失明減少効

果を期待できると考えられた。成人眼科検診全体では十分な視覚障害予防効果があり、

医療経済学的にも許容される範囲内であると考えられた。 
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A. 研究目的 

本邦の視覚障害の原因の 1 位は緑内障、2 位

は糖尿病網膜症であり、加齢黄斑変性と白内障

などが続く。これらの疾患は好発年齢が中高年

以降であり、初期には自覚症状が少なく、徐々

に進行する慢性疾患という点で共通している。

また、このうち白内障は手術によって視機能を

回復することができるが、それ以外の疾患では

進行の抑制、残存した視機能の維持が治療の目

標となる。従って、重篤な視覚障害に至る前に

疾病を発見し、治療によって進行を防止あるい

は遅延させ、日常生活機能の損失を最小限に抑

えることが重要となる。今後の視覚障害対策と

して大きく、一次予防、二次予防、新規医療介

入の開発および普及の 3つが考えられるが、私

たちは二次予防である成人眼科検診による早期

発見・早期介入が特に重要と考えて検討を行っ

てきた。 

研究者らは平成 28 年度-30 年度の厚生労働科

学研究費補助金・循環器疾患・糖尿病等生活習

慣病対策総合研究事業）・「成人眼科検診の有用

性、実施可能性に関する研究」において特定健

診を契機に眼科医療機関を受診した 1360 例を

対象として詳細な包括的眼科検査を行った。そ

の結果として、緑内障 175例（12.9％）、白内障

（視機能に影響するもの）56例（4.1％）、網膜

疾患として黄斑変性 16例（1.2％）、糖尿病網膜

症 13例（1.0％）、などが発見され、全体で 330

例（24.3%）が有所見者であった。この研究で診

断された眼疾患のうち、最も有病率が高いのは

緑内障であったが、このうち既に緑内障と診断

され医学的管理を受けていたのは 21％に過ぎ

ず、大多数は初めて発見された例であった。 

このように成人眼科検診が緑内障や網膜疾

患、白内障など慢性眼疾患の発見の契機になる

ことが示されたが、現状では眼科に特化した成

人検診の仕組みを持つ自治体はごく少数である。

また成人眼科検診を実施している自治体でも

各々が独自の形式で施行していること、ターゲ

ット人口に対する受診率が低いこと、精密検査

結果の把握など事後評価が十分になされていな

いことなどの問題点がある。従って、現状の眼

科検診では事後の医療介入によって眼疾患の重

症化が抑制され、失明者の減少に繋がっている

かは明らかでなく、医療経済学的な検討も十分

になされていない。 

一方、特定健診は我が国で公的に施行されてい

る最大の健診であり、全国平均の受診率は 53％と

なっている。特定健診には「詳細な健診項目」とし

て眼底検査があり、眼底検査には全身の動脈硬化、

高血圧性変化を評価する以外に、緑内障，糖尿病

網膜症，黄斑変性などの慢性眼疾患を発見する機

能も有すると考えられる。実際に、自治体によっ

ては「詳細な健診項目」としての眼底検査以外に、

独自の基準で眼底検査を行って、眼の検診の機会

としている自治体もある。受診率の高い特定検診

の機会に眼底検査を同時に実施することで慢性眼

疾患の早期発見の機会として、重症化を予防でき

る可能性があると考えられた。 

今回の研究では眼科検診で発見された慢性

眼疾患に医療介入を加えた場合の効果をマルコ

フモデルにより検討し、成人眼科検診の医学的

効果と費用対効果を評価することにした。眼科

検診に緑内障などの眼疾患の重症化を予防し、

中途失明を減少する医学的効果がどの程度期待

で き る か 、 ICER (Incremental Cost 

Effectiveness Ratio) を指標とした費用対効

果が担保されるかについて検討した。昨年度は

緑内障に関する解析を行い、糖尿病網膜症、加

齢黄斑変性、白内障についてはモデルを作成す

る際に必要なパラメータの検討を行った。本年

度は糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障につ

いてモデルを用いた医療経済学的評価を行い、

更に緑内障、糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白
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内障の４つの主要疾患を統合したモデルを作成

して、成人眼科検診としての総合的な費用対効

果と医学的効果について分析した。 

視覚障害の有病率は高齢者で高くなること

から、健康寿命の延伸のためにも視覚の維持は

必須と考えられる。慢性眼疾患を早期に発見す

るための効率的な成人眼科検診プログラムの確

立が必要と考えられるが、その医学的効果、費

用対効果が担保されることが重要と考えられる。

本研究は成人眼科検診の医療経済学的評価を行

い、十分な効果と費用対効果の高い検診方式を

提示することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

 成人眼科検診の医療経済学的効果と医学的効

果（失明者を減少する効果）を明らかにするた

めに、決断分析マルコフモデル（decision-

analytic Markov model）を作成して費用対効果

評価を行った。モデル作成、分析には TreeAge 

Pro 2017 を用いた。 

 視覚障害の原因となる主要疾患である緑内障、

黄斑変性、糖尿病網膜症、白内障について個別

にマルコフモデルを作成し、分析を行った。更

に 4疾患の検診モデルを統合し、眼底検査による

スクリーニングで複数の疾患を発見する統合モデ

ルを作成した。各疾患別のモデルデザイン、仮想

コホートの設定、各パラメータの設定について

は、緑内障については令和元年度の後藤の分担

研究報告書、加齢黄斑変性については令和 2 年

度の田村の分担研究報告書、糖尿病網膜症は令

和 2 年度の川崎の分担研究報告書、白内障は令

和 2 年度の平塚の分担研究報告書に詳述されて

いる。また統合モデルについては令和 2 年度の

後藤の分担研究報告書に詳細に記載してあるの

で、ここでは要点だけを記載する。なお、使用し

たパラメータは可能な限り日本人を対象とした

臨床研究から得られたデータを利用し、該当が

ない場合は海外のデータを利用した。 

 眼科検診を実施する場合（検診群）としない

場合（非検診群（現行群））の 2つの strategy を

想定した。正常な人が眼疾患を発症し、徐々に

視機能障害が進展し、ついには失明するという

状態変化をマルコフモデルでシミュレーション

した。ベースケース分析では成人眼科検診のス

ケジュールは、40 歳から 5年に 1度の頻度で 74

歳まで行う（最後の検診時の年齢は 70歳）とし

た。この検診対象年齢は特定健診に合わせたも

のである。ベースケース分析における眼科検診

の検査内容は、眼底写真撮影であり、眼科医が

判読することを想定した。また一部の疾患モデ

ルにおいては光干渉断層計（OCT）検査や人工知

能（AI）診断についても検討を行った。 

費用効用分析では 40 歳の仮想コホートを最長

90歳（中途死亡あり）までシミュレーションし、

終了時における 1 人当たりの累積費用と QALY 

(quality adjusted life years)を計算した。費

用と QALY は 1 年当たり 2％の割引を適用した。

累積費用と QALY から ICER を算出した。費用効

果的と判断する閾値は、日本人の支払い意思額

（WTP: willingness to pay）である 500万円

/QALY を用いた。その他のアウトカムとして、失

明者数、平均失明期間、患者数、診断者数、平均

治療期間を計算した。 

 ベースケース分析の結果への個々のパラメー

タの影響を調べ、結果の頑健性を評価するために、

パラメータをそれぞれ動かして一元感度分析を

行った。 

 また、最適な検診スケジュールを検討するため

に、検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔を変え

てシミュレーションを行い、各検診スケジュール

における ICER と失明者抑制率を算出した。検診

プログラムの検診開始年齢、検診間隔、検診終了

年齢、検診間隔と ICER および失明者抑制率の関

係性についてもそれぞれ検討した。 

 なお、分担研究者の横山は、国保データベー

ス（KDB）システム（平成 24～令和元年度）に基
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づいて特定健診における眼底検査の実施率の推

移を調査し、特に平成 30年度からの特定健診第

3 期からの変化に着目して検討した。分担研究

者の高野らは、眼底検査を中心とした成人眼科

検診の意義について小冊子を作成し、眼科検診

の意義を自治体や保険者に提示することで自治

体の保健行政、施策を考えるうえでの情報提供

を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、厚

生労働省、文部科学省による「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」に従い、倫理審

査委員会の承認を得たうえで行った。今回の研

究内容は倫理審査委員会の承認は不要と考えら

れるが、データソースとして用いた先行研究に

ついては倫理指針に従い、医療法人社団信濃会・

信濃坂クリニック治験審査委員会、杏林大学医

学部倫理委員会の審査を受け、承認を受けてい

る（承認番号 1034 および 744）。 

 

C. 研究結果 

ベースケース分析（40 歳から 5 年に 1 度の頻

度で 74 歳まで（最終検診年齢 70 歳）行う）で

の各疾患別の ICER と失明抑制率を表 1 に示す。

緑内障では ICER 3,257,215 円/QALY、失明抑制

率は 12.3%、加齢黄斑変性で 9,276,666円/QALY、

失明抑制率は 40.7 ％、糖尿病網膜症で

49,124,214 円/QALY、失明抑制率 1.4％、白内障

で 472,533 円/QALY、失明抑制率は 76.9％とな

った。費用対効果の閾値を 500 万円/QALY とす

ると成人眼科検診は緑内障と白内障に関しては

費用対効果的である一方、加齢黄斑変性と糖尿

病網膜症では閾値を超え、感度分析でも ICER が

500万円/QALY以下になることはなかった。 

このようにベースケース分析において、4疾患

を個別に対象とした場合には費用対効果の評価

が大きく分かれたが、眼底検査による眼科検診

ではこれら 4 疾患をすべて同時にスクリーニン

グすることが可能である。4 疾患を併せた統合

モデルでは、ベースケースの ICERは 1,883,516

円/QALY、失明抑制率は 16.2％であり、ICER は

費用対効果の閾値内であった。 

成人眼科検診の医学的効果の指標とした失明

抑制率に関しては、疾患別にみると糖尿病網膜

症の 1.4％から白内障の 76.9％まで幅広い値を

とったが、統合モデルのベースケースでは

16.2％となり、成人を対象とした眼科検診は一

定の失明予防効果があることが示された。 

成人眼科検診の対象となる疾患は好発年齢や

自然予後が異なっており、最適な検診スケジュ

ールは疾患によって異なると考えられる。検診

開始年齢、検診終了年齢、検診間隔を変えてシミ

ュレーションを行い、各検診スケジュールにおけ

る ICER と失明者抑制率を算出した。失明減少率

が最大となる検診プログラムを疾患別と統合モデ

ルで表２に示す。疾患によって最適な検診開始年

齢、検診間隔、検診終了年齢は異なっているが、

ICER に関しては加齢黄斑変性でベースケースと

比べて高い値になり、糖尿病網膜症で低い値にな

ったが、緑内障と白内障では大きな変動はみられ

ず、統合モデルの ICERも 1,920,668 円/QALY とベ

ースケースとほぼ同じ値になった。その一方で失

明減少率は緑内障で 67.2％、黄斑変性で 84.4 と

大きく上昇し、統合モデルでも 54.4％とベースケ

ースよりも大幅に上昇していた。失明減少率が高

いプログラムは統合モデルでは 40 歳開始で 70 歳

まで毎年検診を行うプログラムであった。 

なお、加齢黄斑変性と糖尿病網膜症に関しては

AI自動診断についても評価を行ったが、現時点

では不明の点が多く、積極的に導入を支持する

結果は得られなかった。ただし、糖尿病網膜症

に関しては「十分な普及率と丁寧な受診勧奨、フ

ォローアップによる受診率向上」を前提条件とし

た場合、AI自動診断は現状よりも費用効果的であ

る可能性が示された。また、緑内障に関しては検
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診スケジュールがベースケースのままであっても

検診項目として OCT 検査を加えると、ICER は

3,369,956 円/QALYで若干増加するものの、失明抑

制率は 26.2%と大きく上昇することがわかった。 

以上のように 4 疾患を個別に対象とした場合

には費用対効果の評価が大きく分かれたが、4疾

患を併せた統合モデルの ICER は費用対効果の

閾値内であった。一元感度分析の結果でも全 217

のパラメータにおいて、ICERが 300万円を超え

るものはなく、ベースケース分析の結果へ及ぼ

すパラメータの不確実性の影響は小さいと考え

られた。眼科検診では複数の対象疾患を単一の

検査でスクリ-ニングできるために、加齢黄斑変

性や糖尿病網膜症など単一では費用対効果が担

保されない疾患への検診介入も総体として見る

と費用対効果の面で許容される結果となった。 

特定健診に併せて実施される眼底検査の現状

について、国保データベース（KDB）システム（平

成 24～令和元年度）に基づいて推移を調査した。

なお、これらには「詳細な健診」以外に国保保険

者が独自に実施した眼底検査も含まれている。

眼底検査の実施率は平成 24 年度の 11.7％から

平成 29年度の 13.5％と平成 24～29年度にかけ

てはゆるやかに上昇していたが、平成 30年度に

は 4.1ポイント急上昇して 17.6%となり、特に、

男性および高年齢で上昇率が大きかった。令和

元年度も 18.0％となっていた。平成 30 年度の

急上昇は特定健診の第３期における詳細な健診

項目に関する判定基準の改定によるものと推察

された。  

 

D. 考按 

 成人眼科検診の費用対効果をマルコフモデル

を用いたシミュレーションで検討した。費用対

効果の閾値（500 万円/QALY）と比較した場合、

成人眼科検診は緑内障と白内障に関しては費用

対効果的である一方、加齢黄斑変性と糖尿病網

膜症では閾値を超え、感度分析でも ICERが 500

万円/QALY 以下にはならなかった。加齢黄斑変

性に関しては疾患自体の自然予後が不良であり、

抗 VEGF 薬を中心とした治療による視力改善効

果が限定的であることが影響していると考えら

れた。糖尿病網膜症に関しては、今回基準とし

た現状群では、特定健診で糖尿病の有無をスク

リーニングし、糖尿病網膜症のハイリスク集団

に対象を絞り込んで糖尿病網膜症スクリーニン

グを行っており、非糖尿病患者を含んだ全員に

糖尿病網膜症のスクリーニングを行うことは検

診間隔を 5 年と長くとっても費用効果的とはな

らないことを示している。2018 年度以降の第三

期特定健康診査において、糖尿病及び糖尿病の

疑いがあるものに対して糖尿病網膜症のスクリ

ーニングができるようになったことの意義は大

きく、その仕組みを十分に活用していくことが

重要であることが示された。 

なお、加齢黄斑変性と糖尿病網膜症に関しては

AI自動診断についても評価を行ったが、現時点

では不明の点が多く、積極的に導入を支持する

結果は得られなかった。ただし、糖尿病網膜症

に関しては「十分な普及率と丁寧な受診勧奨、

フォローアップによる受診率向上」を前提条件

とした場合、AI 自動診断は現状よりも費用効果

的である可能性が示された。今後、我が国にお

いて AI 自動診断システムを使った糖尿病網膜

症をはじめとする検診・診断支援の導入の費用

加算について具体的な可能性を示したと考える。 

このようにベースケース分析において、4疾患

を個別に対象とした場合には費用対効果の評価

が大きく分かれたが、眼底検査による眼科検診

ではこれら 4 疾患をすべて同時にスクリーニン

グすることが可能である。4 疾患を併せた統合

モデルでは、ICERは 1,883,516円/QALYであり、

費用対効果の閾値内であった。一元感度分析の

結果でも ICER が 300 万円を超えることはなく、

ベースケース分析の結果へ及ぼすパラメータの

不確実性の影響は小さいと考えられた。検診の
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対象疾患を複数にすることによって加齢黄斑変

性や糖尿病網膜症など単一では費用対効果が担

保されない疾患への検診介入も総体として見る

と費用対効果の面で許容されると考えられた。 

 今回のベースケースで検討した検診方法は眼

底写真を撮影し、眼科専門医が読影を行う方式

であり、現在でも一部の自治体で行われている

方式である。また、検診の開始は 40歳で 5年毎、

70 歳までという検診スケジュールを設定した。

このシナリオにおいて累積失明者数は検診群に

おいて非検診群より 16.2％減少することが見込

まれた。眼科検診による失明減少効果をより高

めるためには、検診方法の精度の向上と検診ス

ケジュールの設定の２つが考えられる。 

 検診開始年齢や間隔、検診終了年齢を変化さ

せ、検診プログラムを検討したところ、検診プ

ログラムによって検診の費用対効果や失明予防

効果は大きく変化することがわかった。また、

最適な検診スケジュールは疾患によって異なっ

ており、これは疾患の好発年齢や自然予後が異

なるためと考えられた。統合モデルの結果でみ

ると、ICER の範囲は 1,565,494 円/QALY から

2,341,562 円/QALY で、失明抑制率は 0.7%から

54.4%であった。このことは、プログラムの選択は、

費用対効果にはあまり大きな影響を及ぼさないが、

失明抑制率に関しては大きな影響があることを示

している。40 歳から 70 歳まで毎年検診を行う場

合、ICER は約 192 万円/QALY とベースケースよ

りわずかに増加するが、失明抑制率が 54.4％とな

り、高い失明抑制効果が得られることが分かった。

若い年齢から高齢まで 1 年毎に検診すると医学的

効果（失明減少率）が高くなるのは当然とも言え

るが、可能であれば１年に１回の眼科検診の機会

が望ましいと考えられた。 

 検診の効果を向上させるためにもう１つ考え

られるのは、検査の追加による検診精度の向上

である。このことは緑内障スクリーニングにお

ける OCT 検査の導入で示すことができた。緑内

障に関する検診の評価でベースケースの

ICER3,257,215 円/QALY、失明抑制率 12.3%と比

較して眼底写真＋OCT の ICER は 3,369,956 円

/QALY で、失明抑制率は 26.2%と大きく増加した。

ICER に大きな違いがない上に失明抑制率を

14％程度増加できることから眼底写真＋OCT が

優れた検診方法であることがわかった。このこ

とは緑内障のスクリーニングとしての眼底検査

の感度は 55％と他の眼疾患に比べて低いためと

考えられる。OCT を付加すると感度は 83％まで

上昇することもわかっており、成人眼科検診の

精度向上には OCT 検査の付加が有用と考えられ

た。設備や検者の問題はあるが、緑内障の有病

率が高いこともあり、失明予防の観点からは眼

底写真だけでなく OCT を加えた眼科検診が望ま

しいと考えられた。 

 今回の検討の範囲では比較的若い年代（40歳）

からできるだけ頻回（できれば 1 年に 1 回）に

介入する検診プログラムが費用対効果と失明抑

制効果の双方から優れていることが示された。

ただし、感度の高い検診方法（OCTなど）を導入

すると検診間隔を拡げても同等の費用対効果と

失明減少率を確保できる可能性もある。 

 本邦の視覚障害の主要原因の多くは加齢性変

性疾患であり、緑内障、糖尿病網膜症、加齢黄斑

変性、白内障が主要なものである。成人眼科検

診の医学的効果と費用対効果について検討を行

った結果、成人眼科検診全体では十分な視覚障

害予防効果があり、医療経済学的にも許容され

る範囲内であると考えられた。 

 

結論 

成人眼科検診の医療経済学的評価を行った。

40 歳から 70 歳まで 5 年に 1 回の眼底検査とい

うベースケースでは、主要 4 疾患（緑内障、糖

尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障）に関して

費用対効果の評価が大きく分かれたが、4 疾患

を併せた統合モデルでは、ICER は 1,883,516 円
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/QALY と費用対効果の閾値内であり、16.2％の

失明抑制効果が見込まれた。検診間隔を 1 年に

1 回にするか、眼底検査に OCT 検査を付加する

ことで ICER を大きく変えずに更に高い失明減

少効果を期待できると考えられた。 
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にわたる．シンポジウム、人生 100年時代の

眼科医療、第 74 回日本臨床眼科学会、東京、

2020/10/16 

 

G. 知的所有権の取得状況 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案特許 

なし 

3. その他 

  なし 

 

  

7



 

 

 

 

表 1. ベースケース分析での ICER と失明抑制率：対象疾患別と統合モデル 

 

 
検 診 開

始年齢 
検診間隔 

検 診終了

年齢 
ICER 失明抑制率 

緑内障 40 5 年に 1 回 70 3,257,215 円/QALY 12.3% 

加齢黄斑変性 40 5 年に 1 回 70 9,276,666 円/QALY   40.7％ 

糖尿病網膜症 40 5 年に 1 回 70 49,124,214 円/QALY 1.4% 

白内障 40 5 年に 1 回 70 472,533 円/QALY 76.9％ 

統合モデル 40 5 年に 1 回 70 1,883,516 円/QALY 16.2% 
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表 2. 失明減少率が最大の検診スケジュールと ICER：対象疾患別と統合モデル 

検 診 開

始年齢 
検診間隔 

検 診終了

年齢 
ICER 失明抑制率 

緑内障 40 毎年 70 3,259,498 円/QALY 67.2％ 

加齢黄斑変性 40 毎年 90 13,110,851 円/QALY 84.4% 

糖尿病網膜症 50 4 年に 1 回 70 19,074,566 円/QALY 3.7% 

白内障 50 2 年に 1 回 70 450,908 円/QALY 100% 

統合モデル 40 毎年 70 1,920,668 円/QALY 54.4% 
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【研究要旨】 

 白内障が世の中に与えているインパクトは大きく、プロアクティブな白内障手術の適応

となる症例発見の機会が求められている。加齢性白内障を対象とした成人眼科検診の効果

について評価した。40 歳の眼疾患を有さない健常者をスタートラインと想定し、検診の開

始年齢や検診間隔を変化させることで成人眼科検診を実施した場合の費用対効果について

検討した。さらに感度分析を行い、モデルに大きな影響を及ぼす因子の特定や使用パラメー

タの不確実性を考慮した結果について検討した。 

ベースケース分析の結果では、白内障に関する検診の ICER は 472,533 円/QALY であり、

費用対効果に優れることが示された。また、検診プログラムの方法によっては、十分な費用

対効果を維持したまま、高い失明抑制率を達成できることも分かった。 

 

 

A. 研究目的 

白内障は、世界の失明原因の第一位であ

り全体の 51％を占める 1)。患者数に疾患に

よる Quality of Life (QOL)低下や死亡を加味

した総合的な疾病負担を表す Disability 

Adjusted Life Years (DALYs)の値でみても、

視覚障害による世界への負担の 30％が白内

障によるものであり 2)、白内障が世の中に

与えているインパクトは甚大である。加齢

性変化のため、大多数の高齢者、しかも両眼

に発症するその特徴から、人口高齢化の進

んだ国ほど患者数が増加する。日本にお 

ける視覚障害の有病割合は人口高齢化によ

り 2040 年には現在の 20％程度の増加が見

込まれており 3)、白内障患者は今後も増加

すると推測される。 

昨年度の報告「白内障手術と健康寿命の

関連についての検討」では、白内障手術は認

知機能、身体活動量を改善し、転倒骨折リス

クを減少させることから、要介護となる要

因を減少させ、結果として健康寿命延伸に



貢献していることが考えられた。また、2017

年の日本における都道府県別の白内障手術

の提供状況の検討結果から、日本中どの都

道府県においても年齢当たり同等の手術件

数が提供されているということが示された。

国際的にも日本における人口当たりの白内

障手術件数は高く、医療提供体制は十分と

言える現在、課題はプロアクティブな白内

障手術の適応となる症例発見（ケースファ

インディング）である。 

手術が適応となる症例の発見、選択には

眼科検診による白内障の早期発見が重要な

役割を果たすと期待されるが、現状におけ

る白内障の検診に関する費用対効果は十分

に検討されていない。そこで、加齢性白内障

を対象として検診効果をマルコフモデルに

より評価した。マルコフモデルでは、40 歳

の眼疾患を有さない健常者をスタートライ

ンとして想定し、検診の開始年齢や検診間

隔を変化させることで成人眼科検診を実施

した場合の費用対効用を検討した。さらに

感度分析を行い、モデルに大きな影響を及

ぼす因子の特定や使用パラメータの不確実

性を考慮した費用対効用を検討した。 

 

B. 研究方法 

白内障を対象とした眼科検診の費用対効

果評価を行うために、マルコフモデルを援

用した。マルコフモデルとは、複数の内部状

態を有し，その状態間を確率的に遷移する

システムにおいて，未来の状態が現在の状

態だけで決定されると考えられた時（これ

を，マルコフ仮定に従うという），入力の分

布の時間発展を予想する確率モデルである。 

モデルでは特定健診の期間（40 歳から 74

歳まで）において、5 年に 1 回の頻度で眼科

検診を行った場合（検診群）と行わない場合

（非検診群）の 2 群を想定し、それぞれの

群で白内障を発症していない 40 歳の集団

が 90 歳になるまでどのような変化をたど

ると予想されるかのシミュレーションを行

った。モデル作成、分析には TreeAge Pro 

2017 を用いた。 

白内障を発症していない集団では、白内

障の罹患率に従って白内障を発症し、遷移

確率に従って視力が悪化していくモデルと

した。視力区分は 1.0 以上、0.5-0.9、0.1-0.4、

0.1 未満の 4 群とし、視力が 0.1 未満の場合

を失明状態と仮定した（図 1）。 

 

 

図 1 

 

モデル概略図 

 

モデルで使用したパラメータは、可能な

限り日本人を対象としたデータとしたが、

該当データ存在しない場合には海外データ

を援用した（表 1）。 

 

治療 

白内障患者は、視力に応じた手術実施確率

に従って白内障手術を受けるとした。術後

視力は、術後視力予後のデータから算出し

た視力割合を用いて決定した。術後合併症

については、水疱性角膜症、眼内炎、IOL 偏

位・脱臼、後発白内障、網膜剥離の 5 つの
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疾患について検討した。合併症が発症する

可能性のある期間は、眼内炎は術後 1 年以

内まで、網膜剥離は術後 14 年目以内までと

し、その他疾患では、術後年数に制限を設定

せずに発生すると想定した。 

検診で発見された患者は、手術実施までは

定期眼科受診で経過観察されると設定した。

ただし視力 0.1 以上の場合、年 5%の割合で

この経過観察から脱落すると仮定した。 

 

受診契機 

非検診群での受診契機は、偶発受診と重症

化受診の 2 つを設定した。偶発受診では、

他の眼疾患などによる眼科受診により白内

障が発見される場合を想定した。現実では

様々な受診経緯が考えられるが、本モデル

では、老視・屈折異常の有病者が眼科を受診

することで白内障が発見されると仮定した。 

重症化受診は、白内障進行による自覚症状

の悪化により眼科受診し、白内障が発見さ

れる場合を想定して。モデルでは、視力 0.1

未満の場合、100％が眼科を受診し、白内障

が発見されるとした。 

 

感度と特異度 

Ferraro4)らによって報告された無散瞳眼底

カメラを用いて得られた眼底写真を眼科医

が白内障の有無を判定する場合の感度と特

異度を用いた。この論文では 2 人の眼科医

の感度と特異度が記載されているが、控え

めな分析とするために、ICER がより高い値

（費用対効果が低い）になる感度と特異度

の値を用いた。 

 

効用値 

白内障術前後の患者を対象に Time trade-off

法を用いて測定された日本人の効用値を使

用した 5)。白内障の罹患は両眼同時に起こ

ると仮定し、白内障手術も両眼同時に実施

するとしたが、術後視力や合併症は片眼ご

と異なるモデルとした。効用値は良い眼の

視力により決定したが、両眼で視力が異な

る場合は、良い眼の視力に応じた効用値に

20%を乗じることで、片眼の視力が悪いこ

とによる効用値の低下の影響を考慮した。 

 

費用 

直接医療費のみを検討した。白内障手術費

用や術後合併症の治療費は文献から、検診

費用と精密検査費用、経過観察費用は臨床

専門家の意見を参考に設定した。 

 

割引 

「中央社会保険医療協議会における費用対

効果評価の分析ガイドライン第 2 版 

」に基づき、費用と効用ともに年率 2%での

割引を行った。 

 

アウトカム 

累積費用と累積効用（Quality-adjusted life 

year, QALY ） か ら 増 分 費 用 効 果 比

（Incremental cost effectiveness ratio, ICER）

を算出した。副次的アウトカムとして、検診

群と非検診群の失明者数を用い失明者抑制

率も算出した。 

 

感度分析 

ベースケースの分析結果の頑健性を評価す

るために、表 1 に示した範囲で一元感度分

析を行った。パラメータの範囲はベースケ

ースの±50%とした。ベースケース分析で

の値が文献値ではなく仮置きした値の場合



は、パラメータの取りうる範囲を±50%よ

りも広く設定した。効用値の範囲は±30%

と想定し、±30%の値が一つ上あるいは一

つ下の視力区分の値を超えてしまう場合は、

±30%の値ではなく、近接する視力区分の

値を使用すると設定した。 

 

シナリオ分析 

最適な検診スケジュールを検討するために、

検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔を表

1 に示した範囲で動かすシミュレーション

を行い、各検診スケジュールにおける ICER

と失明者抑制率を算出した。検診プログラ

ムの検診開始年齢、検診間隔、検診終了年

齢、検診間隔と ICER および失明者抑制率

の関係性についてもそれぞれ検討した。 

 

C. 結果 

ベースケース分析 

ベースケース分析の結果を表 2 に示す。検

診群と非検診群を比較した場合、検診群の

増加費用は 11,570 円で、増加効用は 0.024

であった。結果、ICER は 472,533 円/QALY

となった 

累積失明者数は検診群では 6 人、非検診群

では 26 人であり、失明抑制率は 76.9％とな

った。40 歳以上の失明率（1 サイクルごと

の生存者中の失明者割合に該当する年齢の

人口をかけて求めた）は、検診群が 0.0002％、

非検診群が 0.0007％であり、人口で調整し

た場合でも 79.1％の失明抑制効果があるこ

とが示された。 

白内障の累積発見数は検診群で 16,949 人、

非検診群で 15,549 人であり、24,949 人の累

積患者のうち検診では 67.9％発見できるが、

非検診では 62.3％の発見率に留まることが

分かった。視力が 0.1 未満で受診する重症

化受診は、検診群で 6 人、非検診群では 23

人となり、検診を行うことで 73.9％減少可

能なことが分かった。 

 

感度分析 

58 個のパラメータにおいて一元感度分析を

行った(図 2)。全てのパラメータ変動で増分

費用と増分効用は正の値を示した。 

影響の大きい上位 10項目の結果を表 3に示

す。もっとも影響の大きいパラメータは白

内障術後の視力 1.0 以上の効用値で、次に

大きいものは白内障罹患率であった。ただ

し、この 2 つを含め全 58 のパラメータにお

いて、結果的に ICER が 100 万円を超える

ものは存在しなかった。 

 

図 2 

 

一元感度分析の結果 

 

検診プログラム 

検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔を表 

1 に示した範囲でそれぞれ変動させ、164 パ

ターンの検診プログラムについて ICER と

累積失明者抑制率を算出した。すべての検

診プログラムで非検診群と比較した増分費

0

10

20

30

40

50

60

70

80

Base case
472,533 JPY/QALY

ICER [JPY/QALY]



用と増分効用は正の値であった。ICER の範

囲は 323,312～2,616,807 円/QALY で、失明

抑制率は-7.7%～100%であった。 

表 4 に ICER が最大と最小、失明抑制率が

最大と最小のプログラムを示した。ICER が

最も低いプログラムは 60 歳と 70 歳の 2 回

の検診を行うプログラムで、約 32 万円

/QALY、失明抑制率は 35％となった。一方、

40 歳から 60 歳で検診を開始し、80 歳又は

90 歳まで毎年、あるいは 2 年に 1 度の頻度

で検診を行う場合、ICER は 45 万円から 71

万円/QALY に増加するが、失明抑制率が

100％となり、高い失明抑制効果が得られる

ことが分かった。 

 

D. 考察 

本研究から白内障を対象とした眼科検診

の費用対効果評価は極めて高いことが明ら

かになった。また、検診プログラムの方法に

よっては、十分な費用対効果を維持したま

ま、高い失明抑制率を達成できることも分

かった。 

本研究によって明らかになったベースケ

ース分析結果である ICER：472,533円/QALY 

は、日本のおける 1QALY あたりの支払い意

思額が 500 万円といわれる中、極めて費用

対効果が高いものである。白内障手術その

ものの費用対効果は 10~20 万円/QALY なの

で、白内障に関連する医療介入は、その効果

に対する費用のバランスが非常に優れてい

ることが示された。 

感度分析の結果では、全 58 のパラメータ

において、結果的に ICER が 100 万円を超

える項目は存在しなかった。すなわち、ベー

スケース分析の結果に対しパラメータの不

確実性が及ぼす影響は小さく、結果の堅牢

性が高いことが分かった。 

検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔を

変動させた 164 パターンの検診プログラム

についての検討結果では、ICER の範囲は 32

万円～260 万円/QALY であった。プログラ

ムの選択により、費用対効果に影響がある

結果を示しているが、最も高くても 260 万

円と 500 万円を超えておらず、費用対効果

に問題はない結果となっていた。 

具体的なプログラム内容の検討では、

ICERが最も低いプログラムは 60歳と 70歳

の 2 回の検診を行うプログラムで、約 32 万

円/QALY、失明抑制率は 35％であったが、

これは費用対効果は高いものの現実的な選

択とはいえないだろう。一方、40 歳から 60

歳で検診を開始し、80 歳又は 90 歳まで毎

年、あるいは 2 年に 1 度の頻度で検診を行

う場合、ICER は 45 万円～71 万円/QALY で

あると同時に、失明抑制率 100％を達成可能

となる。ICER がやや増加するが、十分に費

用効果的である、より頻回な検診プログラ

ムが選択されるべきであろう。 

 

E. 結論 

白内障を対象とした眼科検診の費用対効

果評価は極めて高いことが示された。また、

検診プログラムの方法によっては、十分な

費用対効果を維持したまま、高い失明抑制

率を達成できることも分かった。 
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H. 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得   なし 

2． 実用新案登録 なし 

3. その他     なし  

 

  



        

表 1. モデルパラメータ 

モデルパラメータ 条件 ベースケース値 
範囲（感度分析）

* 
確率分布 参考文献 

初期状態      

40 歳 VA: ≥1.0 100.00% - - 仮置き 

      

検診開始年齢  40 歳 
40、50、60、70

歳 
- - 

      

検診終了年齢  74 歳 
50、60、70、80、

90 歳 
- - 

      

検診間隔  5 年 1-10 年 - - 

      

モデル終了年齢  90 歳 - - - 

      

 年齢     

罹患率 40-54 0.139% ±50% Triangular 

[1] 
 55-64 0.189% ±50% Triangular 

 65-74 1.410% ±50% Triangular 

 ≥75 1.410% ±50% Triangular 

      

死亡率  2017 年死亡率   [2] 

      

自然予後 
VA: ≥1.0 to 

VA: 0.5-0.9 
14.50% 

±50% 
Triangular 

[3]  
VA: ≥1.0 to 

VA: 0.1-0.4 
0.17% 

±50% 
Triangular 

 
VA: 0.5-0.9 to 

VA: 0.1-0.4 
2.27% 

±50% 
Triangular 

      

受診率      

検診  50% 30% - 100% Triangular 仮置き 

精密検査受診率  60% 30% - 100% - 仮置き 

      



偶然（検診以外） VA: ≥0.1 20% 10% - 50% Triangular 仮置き 

老視罹患率  3% 1% - 5%  [4] 

      

重症化受診 VA: <0.1 100.00% - - 仮置き 

      

検診感度  94% 70%- 100% Triangular [5] 

検診特異度  77% 70%- 100% - 仮置き 

      

手術実施確率 VA: ≥1.0 10% ±50% Triangular 

仮置き 
 VA: 0.5-0.9 30% ±50% Triangular 

 VA: 0.1-0.4 50% ±50% Triangular 

 VA: <0.1 80% ±50% Triangular 

      

白内障手術後の

視力予後 
VA: ≥1.0 89.10% 

±50% 
Triangular 

[6]  VA: 0.5-0.9 10.58% ±50% Triangular 

 VA: 0.1-0.4 0.32% ±50% Triangular 

 VA: <0.1 0.00% - - 

      

脱落 VA: ≥0.1 5% 0%-30%  仮置き 

 VA: <0.1 0% - - 仮置き 

      

効用値      

手術前 VA: ≥1.0 0.64 0.59 – 0.83  

[6] 
 VA: 0.5-0.9 0.59 0.48 – 0.64  

 VA: 0.1-0.4 0.48 0.35 – 0.59  

 VA: <0.1 0.35 0.25 – 0.48  

      

手術後 VA: ≥1.0 0.87 0.75 – 1.00  

[6] 
 VA: 0.5-0.9 0.75 0.55 – 0.87  

 VA: 0.1-0.4 0.55 0.53 – 0.75  

 VA: <0.1 0.53 0.37 – 0.55  

      

片眼視力不良の

場合の効用

値低下率 

 20% ±50% Triangular 仮置き 



      

費用      

検診費用  2,000 円 ±50% Triangular ― 

精密検査費用  8,160 円 ±50% Triangular 

― 経過観察費用 VA: ≥0.5 7,200 円 ±50% Triangular 

 VA: <0.5 12,760 円 ±50% Triangular 

白内障手術費用

（両眼） 
 490310 円 ±50% Triangular [6] 

白内障手術合併

症の治療費用 
     

水疱性角膜症  905,700 円 ±50% Triangular 

[6] 

眼内炎  1,052,750 円 ±50% Triangular 

IOL 偏位、脱臼  211,370 円 ±50% Triangular 

後発白内障  26,800 円 ±50% Triangular 

網膜剥離  840,560 円 ±50% Triangular 

      

割引率  2% 0% - 4% - [7] 

      

白内障手術合併

症の発生率 
術後期間     

水疱性角膜症 毎年 0.039% ±50% Triangular [8] 

眼内炎 1 年目 0.032% ±50% Triangular [9] 

 2 年目以降 0.00% -   

IOL 偏位、脱臼 毎年 0.10% ±50% Triangular [10] 

後発白内障 1 年目 3.49% ±50% Triangular 

[9]  2 年目 9.49% ±50% Triangular 

 3 年目以降 5.06% ±50% Triangular 

      

網膜剥離 1-4 年目 0.26% ±50% Triangular 

[11] 
 5-9 年目 0.14% ±50% Triangular 

 10-14 年目 0.17% ±50% Triangular 

 15 年目以降 0.00% ±50% Triangular 

      

合併症治療後の

視力予後 
    [9] 

水疱性角膜症 VA: ≥1.0 8.18% ±50% Triangular  



 VA: 0.5-0.9 27.26% ±50% Triangular  

 VA: 0.1-0.4 41.11% ±50% Triangular  

 VA: <0.1 23.45% -   

      

眼内炎 VA: ≥1.0 29.78% ±50% Triangular  

 VA: 0.5-0.9 23.59% ±50% Triangular  

 VA: 0.1-0.4 23.28% ±50% Triangular  

 VA: <0.1 23.35% -   

      

IOL 偏位、脱臼 VA: ≥1.0 45.34% ±50% Triangular  

 VA: 0.5-0.9 36.43% ±50% Triangular  

 VA: 0.1-0.4 18.23% ±50% Triangular  

 VA: <0.1 0.00% -   

      

後発白内障 VA: ≥1.0 62.76% ±50% Triangular  

 VA: 0.5-0.9 29.53% ±50% Triangular  

 VA: 0.1-0.4 7.71% ±50% Triangular  

 VA: <0.1 0.00% -   

      

網膜剥離 VA: ≥1.0 16.72% ±50% Triangular  

 VA: 0.5-0.9 18.35% ±50% Triangular  

 VA: 0.1-0.4 26.63% ±50% Triangular  

 VA: <0.1 38.30% -   

*ベースケースの値を±50%した時に、100％を越えれる場合は 100％として計算した。 

 

 

表 2. ベースケース分析の結果 

 累積費用 増分費用 累積効用 増分効用 ICER 

非検診群 25,399 円 - 27.846 - - 

検診群 36,969 円 11,570 円 27.870 0.024 472,533 円/QALY 

 

 

  



 

表 3. 一元感度分析における影響の大きい上位 10 項目の結果 

 

ベースケ

ースの設

定値 

上限値 下限値 

上限値 

の時の

ICER 

[円/QALY] 

下限値 

の時の

ICER 

[円/QALY] 

白内障手術後の視力 1.0

以上の効用値 
0.87 1.00 0.75 305,124 957,424 

白内障罹患率* 1 1.5 0.5 369,769 726,716 

割引率 2% 4% 0% 643,482 340,152 

白内障手術前の視力 0.5-

0.9 の効用値 
0.59 0.64 0.48 578,833 336,557 

精密検査受診率 60% 100% 30% 424,676 636,455 

検診費用 2,000 円 
3,000

円 
1,000 円 576,196 368,870 

老視罹患率 3% 5% 1% 566,258 375,019 

白内障手術で視力 1.0 以

上になる割合 
89.1% 100% 44.6% 442,287 629,494 

後発白内障治療で視力

1.0 以上になる割合 
62.8% 94.1% 31.4% 397,666 571,520 

自然予後（視力 1.0 以上

から視力 0.5-0.9 へ遷移

する確率） 

14.5% 21.8% 7.3% 435,692 594,633 

 

  



 

表 4. 様々な検診スケジュール 

 
検診開

始年齢 
検診間隔 

検 診 終

了年齢 
ICER 

失明抑制

率 

最も ICERが

低いプログ

ラム 

60 10 年に 1 回 74 323,312 円/QALY 34.6% 

最も ICERが

高いプログ

ラム 

40 6 年に 1 回 50 2,616,807 円/QALY -3.85% 

最も失明抑

制率が低い

プログラム 

40 9 年に 1 回 50 1,163,827 円/QALY -7.69% 

最も失明抑

制率が高い

プログラム 

40 

40 

50 

60 

60 

毎年 

毎年 

2 年に 1 回 

毎年 

毎年 

80 

90 

80 

80 

90 

687,043 円/QALY 

714,995 円/QALY 

450,908 円/QALY 

456,082 円/QALY 

516,110 円/QALY 

100% 
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（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

「成人眼科検診による眼科疾患の重症化予防効果及び 

医療経済学的評価のための研究」 

 

分担研究報告書 

「糖尿病網膜症に関する成人眼科検診についての検討」 

 

研究分担者 川崎 良 大阪大学大学院医学系研究科視覚情報制御学・寄附講座特任教授 

 

【研究要旨】 

本研究では、特定健康診査と糖尿病患者の診断、治療、管理の現状を踏まえ、糖尿病網膜症

の検診を系統的に行うことによって得られる効果、効用を費用対効果・効用分析として行っ

た。今回の研究では 2018 年の第三期特定健康診査で見直された眼底検査の位置づけを反映

し糖尿病及び糖尿病が疑われるハイリスクの対象者に対してのみ毎年眼底検査を提供する

現状群に対して、特定健康診査で 5 年に一回全員を対象とするストラテジー（全員検診群）

を比較した。その結果、全員検診群は失明予防効果や検診による発見者数が増えるなどの効

果は認められたものの現状群に対して費用効果的であるとは言えなかった（ ICER は

49,124,214 円/QALY）。現状群を前提に、人工知能を用いた眼底スクリーニング検査機器の

利用の可能についてシナリオ分析を行った。特定健康診査における眼底診断と糖尿病保険

診療における糖尿病網膜症のスクリーニング（内科から年一回の眼底検査を眼科に紹介）と

は明確に分けて考える必要があるが、それらをそれぞれあるいは同時に AI 自動診断システ

ムに置き換えるシナリオでは、糖尿病保険診療において糖尿病治療中の患者の 75％が AI 自

動診断システムで眼底検査を受け、その結果として陽性者の 75％が眼科で精密検査を受診

するという条件であれば費用対効果が高くなり、その場合、AI 自動診断システムは 7000～

8000 円までの追加費用が許容されることが示された。 

結論として、2018 年度以降の第三期特定健康診査において、糖尿病及び糖尿病の疑いが

あるハイリスク者に対して糖尿病網膜症のスクリーニングができるようになったことの意

義は大きく、その仕組みを十分に活用していくことが重要であること考える。そして、期待

される AI 自動診断システムの導入については、単に精度の高いシステムを導入すれば費用

対効果の高いスクリーニングになることはなく、普及率や陽性者がその後精密検査を受け

る割合を高く保つこと（75％以上）、検診と保険診療とを俯瞰的かつうまく連携させながら

導入することが費用効果的なスクリーニングの条件であろうことが明らかとなった。 

A. 研究目的 

 糖尿病網膜症は糖尿病に伴って認めら

れる細小血管障害として頻度の高い合併症

である。近年の治療法の進歩に伴い、適切な

時期に治療を受けること、そのために早期

発見と定期的な眼底検査を受けることによ



り失明や重篤な視力障碍に至るリスクを大

きく抑えることができる時代となった。1し

かしながら、実際には早期発見と定期的な

眼底検査を受けていないことからいまだに

糖尿病網膜症による失明や重篤な視覚障害

に至る例も臨床の現場では多く経験する。

これは糖尿病網膜症が重症化しない限り自

覚症状を呈しないこと、重症化した際には

視力の改善が難しいことなどの背景があり、

積極的な検診、スクリーニングを行わなけ

れば適時治療につながらないという疾患で

あることが大きな要因である。そのため、糖

尿病の診療ガイドライン 1 においては糖尿

病と診断された際の眼底検査、その後は症

状に関わらず病期に合わせて最低でも一年

に一回は眼底検査を受けることが推奨され

ている。 

我々は以前に我が国において成人を対象

として糖尿病網膜症のスクリーニングを行

うことについての費用対効果、費用対効用

分析を行った。2その結果、成人を対象とし

た糖尿病網膜症のスクリーニングは 40 歳

以上の糖尿病網膜症による失明を 16％減少

させ、非常に費用効果的であること

（Incremental cost effectiveness ratio [ICER] = 

944,981 円 /Quality Adjusted Life Year 

[QALY]）、また特に、53 歳から 84 歳にかけ

て３年未満の間隔でスクリーニングを行う

ことが最適な条件になると考察した。 

前回の研究後、現在に至るまでの間に、糖

尿病網膜症の検診、診断・治療においては更

なる進歩がある。特に、糖尿病網膜症の治療

においては糖尿病黄斑浮腫に対する抗血管

内皮成長因子（vascular endothelial growth 

factor, VEGF）治療は広く普及し、診療ガイ

ドラインにおいても標準的な治療として認

められるに至った。、また、スクリーニング

においては深層学習を用いた画像判定が大

いに進み、米国では人工知能を用いた自動

診断装置が 2018 年に FDA 認可を受けるな

ど急速に発展しつつある。3,4 さらに我が国

の成人向けの健康診査である特定健康診査

は 2018 年度からの第三期に入り、高血糖、

高血圧の受診者に対して「詳細な検査」とし

て眼底検査を行い糖尿病網膜症や高血圧の

臓器障害のスクリーニングを行うことが認

められた。実際にこの流れで検診を受けて

いる受診者はまだ少ないものの、徐々に拡

大していく兆しがみられている。これは現

状であっても特定健康診査においても糖尿

病あるいは高血糖者というハイリスク者に

対して糖尿病網膜症のスクリーニングの機

会が確保されたといっても良い状況となっ

た。 

このような糖尿病網膜症を取り巻く状況

の変化を受けて、本研究では新たに糖尿病

網膜症の自然経過、診断機械、治療、予後を

反映したマルコフモデルを作成し、現状の

特定健康診査を起点とし糖尿病患者に対す

る医療において糖尿病網膜症のスクリーニ

ングを行うことを軸に、より広い対象に対

して糖尿病網膜症の検診を系統的に行うこ

との費用対効果・効用分析を行った。特に、

人工知能を用いた眼底スクリーニング検査

機器の利用の可能性を含めるなどの点や良

薬等の選択ついてはシナリオ分析として詳

細に取り上げて検討した。 

 

B. 研究方法 

マルコフモデル 

糖尿病網膜症の診断、受療、予後、それに対

応する効用値に関するパラメータをもとに



したマルコフモデルを作成し（図１）、複数

のストラテジー、条件を比較する形で費用

対効用分析を行った。モデルシミュレーシ

ョンは１年サイクルで、500,000 人を想定し、

ディスカウント率 2%とした。 

 

主解析：検診対象者の違い 

本研究では主解析として、「特定健康診査で

糖尿病もしくはその疑いの受診者に対する

詳細な検査として年に一回糖尿病網膜症を

スクリーニングが提供される現状群」（図２）

に対して、「特定健康診査を受診する 40-74

歳のすべての受診者に対して 5 年に一回眼

底検査を行う全員対象群」（図３）の費用対

効果・効用を評価した。 

糖尿病保険診療における網膜症検診の設定 

特定健康診査における眼底検査で糖尿病網

膜症を指摘された後には、眼科および内科

受診を勧奨され、眼科・内科受診後には保険

診療において定期的な検査を受け、一定の

重症度に達した際には標準的な治療を受け、

治療後には視力が固定するモデルとした。

糖尿病網膜症の進行様式としては、疫学研

究に基づく自然予後、進行頻度を用いた。糖

尿病網膜症の治療としては、（１）糖尿病に

対する治療による糖尿病網膜症の発症抑制、

（２）糖尿病黄斑浮腫に対する抗 VEGF 療

法、（３）増殖糖尿病網膜症に対する汎網膜

レーザー光凝固術、硝子体手術を想定した。

とくに糖尿病黄斑浮腫に対する抗 VEGF 療

法については前回の研究時から新たに大規

模臨床試験である DRCR.net Protocol T 

study5の知見を基本として治療の頻度、効果

の基本条件を設定した。後述するシナリオ

分析ではこの条件を保険診療レセプトデー

タにみられる治療実態のデータに置き換え

た場合の比較を行った。 

糖尿病患者医療における網膜症検診方法 

現状では特定健康診査において発見された

糖尿病患者は内科医による治療を受け、保

険診療において内科から眼科医に対して糖

尿病網膜症の検診のために紹介され受診す

ることが期待されている。後述するシナリ

オ分析ではこの条件を（１）内科医が眼底カ

メラによる検診を行い陽性者に対して眼科

を紹介する、（２）内科において AI 自動診

断システムによる検診を行い陽性者に対し

て眼科を紹介する、という二つのシナリオ

の比較も行った。 

コスト 

本モデルに含まれる費用としては、直接費

用としての受診、治療などの医療費と検診

費用を計上した。治療においては大きな合

併症（術後の眼内炎など）が発生した際の治

療費なども含んだ。 

効用値 

本モデルでは、糖尿病網膜症が発見され、進

行したのちに治療を受け、その後は視力が

固定された状態に至ると設定した。最終の

固定された視力に対応した効用値を用いた。

6 

シナリオ分析 

シナリオ分析として、以下のシナリオを比

較検討した： 

（１） 糖尿病黄斑症に対する治療頻度 

主シナリオ：DRCR.net Protocol T study にお

ける１－３年目までの注射回数＋視力改善

度 

副シナリオ：JMDC 診療報酬レセプトデー

タベースにおける注射回数＋Protocol T 

study における注射改善度ｘ（副シナリオの

注射回数/主シナリオの注射回数） 



（２） 糖尿病黄斑症に対する抗 VEGF 療

法の薬剤 

主シナリオ：アフリベルセプト：ラニビズマ

ブ＝３：１ 

副シナリオ①：すべてアフリベルセプトで

治療 

副シナリオ②：すべてラニビズマブで治療 

（３） 特定健康診査における眼底検診法 

主シナリオ：眼科医が判定を行う 

副シナリオ：AI 自動診断システムで眼底写

真による検診を行う 

（４） 糖尿病患者保険診療における定期

眼底検診法 

主シナリオ：内科医が糖尿病患者を眼科に

紹介する 

副シナリオ①：内科医が眼底写真による検

診を行い、陽性者を眼科に紹介する 

副シナリオ②：内科医が AI 自動診断システ

ムで眼底写真による検診を行い、陽性者を

眼科に紹介する 

（５） 従来群の中での検診方法の変更 

従来群の中で、特定健康診査における眼底

検診法と糖尿病患者医療における定期的な

眼底検診法を内科医による眼底カメラ健診、

AI自動診断システムに置き換えた亜シナリ

オを比較した。 

感度分析 

感度分析として各パラメーターについて 1-

way sensitivity analysis を行った。その結果は

トルネードプロットとして示し、影響の大

きな要因について考察した。 

 

C. 結果 

表１，２に 50 万人における累積患者数、診

断契機別の累積患者発見数、累積平均失明

期間、平均失明時年齢を示す。現状群に対し

て全員検診群では累積患者発見数は 224 人

増加し、特定健康診査での眼底検診によっ

て発見される患者数が 2138 名増え、重症化

受診による発見が 58 名減少するなどより

早く発見できる検診の効果が期待された。

また、累積失明者数は 351 名から 346 名に‐

5 名減少（-1.4％）した。ただ、失明に至る

平均年齢が-1.8 歳、累積平均失明期間が+1.8

年延びる負の効果もあった。また、年齢別の

失明率をみると、全員検診群で現状群より

失明率が下回るのは 87-90 歳の年齢層のみ

であり、86 歳以下では現状群の方で失明率

が低かった（図 4）。 

 累積費用は現状群の 1,158,137 円に対し

て、全員検診群では 1,164,286 円と+6,149 円

増 加 し た。 累 積 効用 値 は現 状 群 の

28.2314QALY に対して、全員検診群では

28.2316QALY と+0.0001QALY 増加した。

ICER は 49,124,214 円/QALY となり、WTP

を大きく超える結果となり、現状群に対し

て全員検診群は費用効果的であるとは言え

ない結果となった。 

モデル妥当性 

本モデルを用いて、40 歳以上人口における

失明者割合、50 歳以上人口における糖尿病

網膜症有病率、糖尿病患者中の糖尿病網膜

症有病者の割合を疫学調査から得た検証値

と比べたものを表３に示す。現状群、全員検

診群共に失明率は検証値とほぼ同等、人口

中の糖尿病網膜症の有病率は高めに、糖尿

病患者中の糖尿病網膜症の有病率は低めで

あったが、全体に検証値から大きくかけ離

れているものではないことを確認された。 

感度分析 

全 112 パラメーターについて感度分析を行

ったところ、増分費用は常に正だが、増分効



用が負になる場合（dominated）がいくつか

あった。パラメーターのうち、感度分析で大

きな影響を与えた上位 10 のパラメーター

は、①糖尿病治療による糖尿病網膜症の発

症・進展率の抑制効果、②検診の感度、③糖

尿病患者の眼科精密検査受診率、④重症非

増殖糖尿病網膜症から増殖糖尿病網膜症へ

の進展率、⑤DME による視力 0.3-0.4 にお

ける効用値、⑥失明の効用値、⑦重症非増殖

糖尿病網膜症の事典でのレーザー治療の受

診割合、⑧固定状態視力 0.1-0.4 の効用値、

⑨重症非増殖糖尿病網膜症視力 0.5-0.9の効

用値、⑩糖尿病治療からの脱落率（50 歳代）

であった（図５）。 

 検診のスケジュールにおいて、開始年齢

（40、50、60、70 歳）、終了年齢（50 歳、60

歳、70 歳、74 歳）、実施間隔（1 年ごとから

10 年ごと）の組み合わせ全 83 ケースを検

討したが、どの条件でも ICER が 500 万円

以上か負の値（増分効用がマイナス）となっ

た。 

 特定健康診査終了後の 75 歳以上で単独

の糖尿病網膜症検診を全員に行うことを想

定して、上記の条件に加えて開始年齢 74 歳、

終了年齢（80 歳、90 歳）、実施間隔（1 年ご

とから 10 年ごと）の検診を検討したが、い

ずれも費用対効果の優れた条件はなかった。 

シナリオ分析 

シナリオ分析として、以下のシナリオを比

較検討した： 

（１）糖尿病黄斑症に対する治療頻度 

主シナリオ：DRCR.net Protocol T study にお

ける注射回数（1 年目：9 回、2 年目：5 回、

3 年目：1 回） 

副シナリオ：JMDC 診療報酬レセプトデー

タベースにおける注射回数注射回数（アフ

リベルセプトでは 1 年目：2 回、2 年目：1

回、3 年目：0 回; ラニビズマブでは 1 年目：

3 回、2 年目：2 回、3 年目：0 回） 

現状群に対する全員検診群の比較におい

て、ベースケースの場合に比べて、増分費用

には大きな変化はないが、増分効用は

0.0003QALY と増加し、ICER は 23,474,609

円/QALY とやや減少したがなお費用対効果

は悪かった。 

（２） 糖尿病黄斑症に対する抗 VEGF 療

法の薬剤 

主シナリオ：アフリベルセプト：ラニビズマ

ブ＝３：１ 

副シナリオ①：すべてアフリベルセプトで

治療 ICER 54,177,510 円/QALY 

副シナリオ②：すべてラニビズマブで治療 

ICER 74,595,646 円/QALY 

いずれも全員検診群が現状群に比べて費

用効果的とはならなかった。 

（３）特定健康診査における眼底検診法 

主シナリオ：眼科医が判定を行う 

副シナリオ：AI 自動診断システムで眼底写

真による検診を行う 

現状群においては、特定健康診査で糖尿

病と診断された後には、「内科から年一回の

眼底検査を眼科に紹介して眼科で詳細検査

を受ける」になっている。これを内科医が眼

底検査を行うこと、あるいは、AI 自動診断

システムで眼底検査を行うことに変更した

シナリオを検討したが、いずれも ICER が

4000 万円/QALY となり、「内科から年一回

の眼底検査を眼科に紹介して眼科で詳細検

査を受ける」シナリオと同様に全員検診群

が費用効果的になることはなかった。 

（４） 糖尿病患者保険診療における定期

眼底検診法 



主シナリオ：内科医が糖尿病患者を眼科に

紹介する 

副シナリオ①：内科医が眼底写真による検

診を行い、陽性者を眼科に紹介する ICER  

4,074,120 円/QALY 

副シナリオ②：内科医が AI 自動診断システ

ムで眼底写真による検診を行い、陽性者を

眼科に紹介する  ICER   4,816,687 円

/QALY 

いずれも全員検診群が現状群に比べて費

用効果的となった。 

（５）従来群の中での検診方法の変更 

次に、視点を変えて、現状群の中で、特定

健康診査における眼底検査と糖尿病患者医

療における眼底検診の条件を変えて比較し

た。 

まず、特定健康診査における眼底検査を

単純に AI 自動診断に置き換えた場合は、費

用が高く効用が低くなり、費用効果的では

なかった（dominated -136,199,176 円/QALY).。 

一方、「保険診療で内科から年一回の眼底

検査を眼科に紹介して行うこと」を AI 自動

診断システムに変更した場合のシナリオを

比較したところ、眼科受診率が現状の 37％

では AI 自動診断システムは費用効果的で

はなかった。しかし、AI 自動診断システム

により定期健診受診率が向上する可能性を

考え、糖尿病保険診療で治療中の患者の

75％が AI 自動診断システムで眼底検査を

受け所見陽性者の 75％が眼科で精密検査を

受診する条件にすると、糖尿病患者医療に

おいて内科から眼科への紹介に比べて AI

自動診断システムを用いる方で費用対効果

が高くなった。さらにその場合には、AI 自

動診断システムは 7000～8000 円までの追

加費用であれば費用対効果が高い状態が保

たれる結果となった。 

この条件で特定健康診査における眼底検

査と保険診療における内科から年一回の眼

底検査の双方を AI 自動診断システムに置

き換え、後者についてはやはりより定期健

診受診率が向上する条件（スクリーニング

受診率・眼科精密検査受診率ともに 75％と

した場合）では失明予防率が+4.2％期待さ

れ、費用対効果も優れていた。同様に費用対

効果が確保できる範囲の AI 自動診断シス

テムの費用は 7000-8000 円までの追加費用

であれば費用効果的であった。 

 

D. 考察 

以前の研究において、我々は糖尿病網膜症

に対するスクリーニングを成人に対して行

うことは、スクリーニングしないことに対

して非常に費用効果的であるということを

示した（ICER 944,981 円/QALY）。今回の研

究では、その後 2018 年度以降は「特定健康

診査において糖尿病もしくは糖尿病が疑わ

れるものに対して眼底検査を行うことがで

きる」ようになったことを受け、この状況を

モデル化して基準とすることとし（現状群）、

その対象を「特定健康診査の受診者全体」に

拡大すること（全員検診群）についての費用

対効果を評価した。すべての受診者に対象

を広げる際には、先の研究の結果を受けて、

5 年に一回の検診間隔とした。その結果、現

状群から全員検診群に対象者を拡大するこ

とは種々の感度分析、シナリオ分析（糖尿病

黄斑浮腫に対する抗 VEGF 療法の治療薬・

治療回数、眼科詳細検診を内科医判定ある

いは AI による自動診断に置き換える等）に

おいても費用効果的となることはなかった。

これはある意味予想される結果であったと



考える。すなわち、全くスクリーニングがな

い状況と比べると以前の研究で示した通り、

スクリーニングを行うことは費用効果的で

あるが、今回基準とした現状群、即ち、特定

健康診査でまず糖尿病の有無をスクリーニ

ングし、糖尿病網膜症のハイリスク集団に

対象を絞り込み、推定有病割合が高い集団

に対してのみ糖尿病網膜症スクリーニング

を行うことができる、という状況はすでに

効率の良いスクリーニング機会を提供して

いることを意味している。それに対して全

員検診群は検診間隔を 5 年と長くとっても

費用効果的とは言えなかった。 

我が国の成人を対象とした検診では、長

らく眼底検査が循環器検診の一環として高

血圧の臓器障害の評価のために行われてき

た経緯があったが、2008 年に開始された第

一期特定健康診査では眼底検査は必須検査

ではなくなったため、検査実施頻度は低く

なっている。今回の研究の結果からは、現状

の特定健康診査における糖尿病及び糖尿病

が疑われる対象者に対する眼底検査につい

て、現状ではまだ実施率が十分に高いとは

言えないが、引き続き実施率を高くするこ

とを目標にしつつ今後も糖尿病網膜症のス

クリーニング機会として提供することを継

続することは十分に支持されると考える。 

一方で、糖尿病網膜症に関しては、あえて

糖尿病であるかどうかわからない状態の対

象者を含めるような対象者の拡大は費用効

果的ではないと考える。ただし、白内障、緑

内障、加齢黄斑変性など糖尿病以外の眼疾

患の眼底スクリーニングと考えるとこのよ

うな全員を対象とした検診の意味合いは大

きく変わってくる。別途報告書で示されて

いる通り、全員対象の検診群を非検診群に

比較した場合、ICER は 1,883,516 円/QALY

となり十分に費用効果的であることが示さ

れている。また、累積失明者数は検診群では

391 人、非検診群では 467 人であり、失明抑

制率は 16.2％となることがわかった。年齢

毎の失明率では 65 歳以降で失明者の抑制

が見られた。今回の主比較でも全員検診群

では費用対効果が支持されなかったものの、

失明予防効果は認められており、複数の眼

疾患に対するスクリーニングの一環として

費用対効果が担保されているのであれば、

糖尿病網膜症について全員検診は十分に支

持される可能性のあるストラテジーとなる

可能性がある。 

糖尿病網膜症のスクリーニングは、「特定

健康診査と糖尿病患者に対する保険診療に

よる医療の狭間」で、それぞれ別個に考える

のが基本とされている。すなわち、特定健康

診査は主にメタボリックシンドロームを起

点とした循環器疾患の発症予防を目的とし

ており、一方で糖尿病患者においてはその

合併症の管理のための保険診療の一環とし

て保険診療で糖尿病網膜症の検診を定期的

に行うことが期待されている。しかしなが

ら、現状を鑑みると、糖尿病の診断・治療を

行う内科と糖尿病網膜症の診断・治療を行

う眼科のあいだで十分に期待されているレ

ベルで連携が行われているとは言えない。

例えば NDB 保険診療レセプトに基づく受

療状況調査 7 で、糖尿病と診断されない服

治療を受けている患者の半数以上が定期的

な糖尿病網膜症の検査を受けていないこと

として示されている。この要因としては、内

科から眼科への紹介受診が十分になされて

いないという医療側の問題と、紹介を受け

ても実際に受診しないという患者の問題が



指摘されている。患者の側からすれば糖尿

病の治療を受ける中で、腎症や神経障害、あ

るいは、脳卒中や虚血性心疾患などの合併

症に対するスクリーニングはすべて内科で

受けられるのに対して、糖尿病網膜症につ

いてのみ眼科を別に受診しなければならな

いというバリアーがある。このことは特に

「見えない」という自覚症状がない患者が、

散瞳検査や待ち時間が長いことが多い眼科

診療所や病院を受診するのに抵抗があると

いう指摘もある。患者を中心に考えると、特

定健康診査において高血糖あるいは糖尿病

のスクリーニングなされており、糖尿病の

合併症の中でも最も頻度が高く、失明とい

う大きな損失につながりうる糖尿病網膜症

を同時に簡便にスクリーニングすることが

できることは大きなメリットである。特定

健康診査における糖尿病者のスクリーニン

グと糖尿病網膜症のスクリーニングを起点

に、その後の糖尿病患者に対する保険診療

まで一貫した方針で糖尿病網膜症の早期発

見と管理を密に連携することは国際的にも

例がない。なにより、近年の糖尿病網膜症に

対する医療の進歩の恩恵を効率よく国民に

提供し、糖尿病網膜症による失明予防、視力

維持の効果を発揮する検診～医療モデルは

世界的に模範となる可能性を秘めていると

考える。 

本研究では特定健康診査における詳細検

査としての糖尿病網膜症検診と糖尿病患者

に対する保険診療における定期的な糖尿病

網膜症検診の二つのスクリーニング機会に

ついて、近年進歩の著しい AI 自動診断シス

テムの導入シナリオについて検討した。こ

れまで報告のある AI 自動診断システムは

主に「眼科受診や治療が必要となる重症の

糖尿病網膜症の可能性を示す」目的で作成

されている。すなわち、AI 自動診断システ

ムは不必要な眼科紹介を減らすという効果

がある一方で、これまで眼科受診をためら

っていたような糖尿病患者でも、簡易検査

であれば検診を受ける可能性があり、より

多くの糖尿病疑い者あるいは糖尿病患者が

眼底検診を受けるようになる受診率向上に

つながることも期待される。このような眼

科受診の必要性を判断するための AI 支援

であり、その使用シーンは眼科医による眼

科診療を置き換えるのではなく、「スクリー

ニングを受ける者を増やしつつ、眼科への

紹介をすべきかどうかを振り分けることで

偽陽性を減らす」ものである。患者にとって

眼科を受診して行う詳細な眼科診療を受け

る動機付けは、先述したような「見えない」

という自覚症状がない『疑い』患者」にとっ

ては弱く、また、眼科検診のために一日を費

やすのは重荷であるという患者調査もある。

8 本研究で行った AI 自動診断システム導入

のシナリオ分析では、単に特定健康診査の

眼底検査や糖尿病患者医療における眼底検

診を AI 自動診断システムに置き換えただ

けでは費用対効果が優れているとはならな

いことがまず示された。AI 自動診断システ

ムの導入が費用対効果の担保されたシナリ

オになるためには、糖尿病保険診療におい

て治療中の患者の 75％が AI 自動診断シス

テムで眼底検査を受け陽性者の 75％が眼科

で精密検査を受診するなど、「定期検診の普

及と順守率向上」の条件が必要であること

が示唆された。この条件は、現状から考える

と非常にハードルの高いものであるが、今

後目指すべき糖尿病網膜症の検診と保険診

療の密な連携と普及・実装の形として目標



とすべきシナリオになりうると考える。ま

た、今回のモデルによる試算では糖尿病治

療中の患者の 75％が AI 自動診断システム

で眼底検査を受け陽性者の 75％が眼科で精

密検査を受診するならば AI 自動診断シス

テムに 7000～8000 円までの追加費用が許

容されることが示された。AI 自動診断シス

テムに対する費用についてはまだ十分に議

論されているとは言えない。ただ、AI 自動

診断システムは往々にして「医師に変わり、

安く検診や診断支援を提供する」という文

脈で取り上げられるが、医療機器としての

開発を促進し、社会実装するためには適切

な費用回収が必須であろう。AI 自動診断に

加算することができるかどうかについての

試算として、本研究は「十分な普及率と丁寧

な受診勧奨やフォローアップによる受診率

向上」を前提条件として費用を上乗せして

も現状よりも費用効果的である可能性が示

された。今後、我が国において AI 自動診断

システムを使った糖尿病網膜症をはじめと

する検診・診断支援の導入の費用加算につ

いて具体的な可能性を示したと考える。 

今回の研究の示唆として、単に AI 自動診

断システムを導入することが費用効果的に

なるわけではなく、十分な普及と順守が必

要であることが示された点も重要であると

考えている。タイで行われた大規模な AI 自

動診断システムの検診パイロット研究 9 で

もシステムの精度よりもそれを「どのよう

に使いこなすのか」という視点が重要であ

ることが示されている。現在、検診分野で最

も社会実装が進んでいると思われる糖尿病

網膜症の AI 自動診断の導入に向けた適切

なシナリオ、目標設定は他の分野の AI 自動

診断支援システムの良いパイロットケース

になると考える。 

 

E. 結論 

 結論として、2018 年度以降の第三期特定

健康診査において、糖尿病及び糖尿病の疑

いがあるものに対して糖尿病網膜症のスク

リーニングができるようになったことの意

義は大きく、その仕組みを十分に活用して

いくことが重要であることが示された。そ

して、期待される AI 自動診断システムの導

入については、単に精度の高いシステムを

導入すれば費用対効果の高いスクリーニン

グになることはなく、普及率や陽性者がそ

の後精密検査を受ける割合を高く保つこと

（75％以上）ということが費用効果的なス

クリーニングに求められることが明らかと

なった。 
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図１. 糖尿病網膜症の進行様式に基づくマルコフモデル 

 

 

図２. 現状群における糖尿病発見、受診、受療の流れ 

 

 

図３．全員検診群におけるにおける糖尿病発見、受診、受療の流れ 

 

  



図４．年齢に対する失明率の比較 

 

 

 

図５．感度分析のトルネードダイアグラム（全 112 パラメーターのうち、影響力の大きな上

位 10 パラメーターを示す） 



表１．ベースケースにおける 

 

 

表２．ベースケースにおける失明及び罹患者数（発見契機別） 

 

 

 

表３．検証値との比較 
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【研究要旨】 

平成 30 年度から始まった特定健診の第３期では、詳細な健診項目に関する判定基準

が改定され、眼底検査は原則として当該年の特定健診の結果等で医師が必要と認める者

に実施することとなった。そのため、平成 29 年度までと比べて眼底検査の実施率が向

上したことが予想される。そこで、特定健診における眼底検査の実施率の推移を、国保

データベース（KDB）システム（平成 24～令和元年度）に基づいて調べた。眼底検査の

実施率は平成 24～29年度にかけて 11.7%, 12.7%, 13.1%, 13.5%, 13.4%、13.5%（男女

計）とゆるやかな上昇傾向にあったが、平成 30 年度に 4.1 ポイント急上昇して 17.6%

となり、特に、男性および高年齢で上昇率が大きかった。令和元年度も 18.0%で引き続

き上昇した。国保では、詳細な健診項目に関する判定基準の改定による眼底検査の実施

率の上昇があったと考えられた。 

 

A. 背景と目的 

現状での成人眼科検診のスキームを大き

く分けると、１）特定健診時に眼底写真撮影

を行い別の場所で読影を行う、２）特定健診

時に眼科で眼底検査を行う、３）眼科で行う

包括的眼検査、の３つがある。このうち、第

2期（平成 25～29年度）の特定健診では、

前年の健診結果等において、①血糖高値、②

脂質異常、③血圧高値、④肥満の全ての項目

について、表１の基準に該当した者のうち、

医師が必要と認める者について、「詳細な健

診」として、眼底検査を実施することとなっ

ていた。ただし、基準に該当した者すべてに

対して当該健診を実施するのではなく、受

診者の性別、年齢等を踏まえ、医師が個別に

判断する必要がある。また、その際、健診機

関の医師は、当該健診を必要と判断した理

由を医療保険者へ示すとともに、受診者に

説明することとされていた。 

 
これまでの分担研究で、市町村国保や国

保組合等が利用している国保データベース

①血糖高値 a 空腹時血糖 100mg/dL以上 又は

b HbA1c(NGSP) 5.6%以上

②脂質異常 a 中性脂肪 150mg/dL以上 又は

b HDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ 40mg/dL未満

③血圧高値 a 収縮期血圧 130mmHg 以上 又は

b 拡張期血圧 85mmHg 以上

④肥満 a 腹囲 男性85cm 以上､女性90cm 以上 又は

b BMI≧25kg/m2

表１．特定健診（第２期）における「詳細な健診」に関する判定基準



（KDB）システムの出力帳票「厚生労働省様

式５－２」の眼底検査の実施率について、市

町村国保がデータヘルス計画で公表してい

る値を調べたところ、平成 24～29年度は男

女ともにゆるやかに上昇しており、いずれ

の年度においても、男性の方が女性よりも

高く、40～64 歳の若い層の方が 65～74 歳

よりも高く、平成 29年度の眼底検査実施率

（「詳細な健診」以外も含む）は全体で 13.5%

であった。 

一方、平成 30年度からは特定健診の第３

期が始まり、詳細な健診項目としての眼底

検査は、表２のように原則として当該年の

特定健康診査の結果等で医師が必要と認め

る者に実施することとなった。 

 

そのため、平成 29年度までと比べて眼底

検査の実施率が向上することが予想される。

そこで、特定健診における眼底検査の実施

率の推移を、国保データベース（KDB）シス

テム（平成 24～令和元年度）に基づいて調

べた。 

 

B. 研究方法 

 KDB の出力帳票「厚生労働省様式５－２」

に基づいて市町村国保がデータヘルス計画

で公表している平成 24～令和元年度の眼底

検査の実施率（全国値）を、男女別・年齢階

級別（40-64歳・65-74歳）に調べた。 

 

C. 研究結果 

国保特定健診受診者のうち眼底検査の実

施率（眼底検査のデータがある者の割合）の

推移を図１に示す。なお、これらには「詳細

な健診」以外に国保保険者が独自に実施し

た眼底検査も含まれている。 

平成 24～29年度にかけて眼底検査の実施

率は男女ともにゆるやかに上昇しており、

いずれの年度においても、男性の方が女性

よりも高く、40～64歳の若い層の方が 65～

74歳よりも高かった。平成 30年度には男女

ともにいずれの年齢階級でも実施率が急上

昇し、全体では前年度の 13.5%から 17.6%に

4.1ポイント上昇した。令和元年度は引き続

き上昇して 18.0%となった。 

 

①血圧 a 収縮期血圧 140 ㎜Hg以上

b 拡張期血圧 90 ㎜Hg以上

②血糖 a 空腹時血糖 126 mg/dl以上

b HbA1c(NGSP) 6.5％以上

c 随時血糖 126 mg/dl以上

表２．特定健診（第３期）における「詳細な健診項目」（眼底検査）
に関する判定基準

当該年度の健診結果等において、①血圧が以下のa、bのいずれかの基準
又は②血糖の値がa、b、cのうちいずれかの基準に該当した者＊

*眼底検査は、当該年度の特定健康診査の結果等のうち、①のうちa、bの
いずれの血圧の基準にも該当せず、かつ当該年度の血糖検査の結果を確
認することができない場合においては、前年度の特定健康診査の結果等に
おいて、血糖検査の結果が②のうちa、b、cのいずれかの基準に該当した
者も含む。
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図１．国保の特定健診における眼底検査の実施率（眼底検査のデータがある者の割合）の推移
「詳細な健診」以外の独自実施を含む。値は市町村国保データヘルス計画より（全国値）。
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特に、男女いずれでも 65-74 歳の高年齢層

の方が 40-64 歳よりも上昇率が大きく、そ

の結果、両年齢層間の差が大幅に縮小した。

また、平成 29年度まで実施率が高かった男

性の方が女性よりも平成 30年度の上昇幅が

大きく（男性 4.5 ポイント、女性 3.8 ポイ

ント）、その結果、男女間の差（29年度 2.2

ポイント、30年度 2.9ポイント、R1年度 2.9

ポイント）はさらに広がった。 

 

D. 考察 

国保特定健診における眼底検査の実施率

の推移を、KDB に基づいて確認したところ、

平成 30年度に急上昇が認められ、令和元年

度も引き続き上昇した。 

一昨年度、本研究班で実施した全国の自

治体に対するアンケート調査では、約 30%の

市区町村で「詳細な健診」以外の成人眼科検

診を実施しており、KDBにはこれら「詳細な

健診」以外に市区町村が独自に実施してい

る眼底検査も含まれている。「詳細な健診」

とそれ以外の眼底検査の内訳は把握できな

かったが、第３期の判定基準では詳細な健

診としての眼底検査を実施しやすくなった

と考えられる一方、独自の眼底検査が急増

する理由は乏しいことから、平成 30年度の

眼底検査実施率の急上昇は、主に第３期の

判定基準の改定に伴うものと思われる。 

65-74 歳の高年齢の方が 40-64 歳よりも

上昇率が大きかった理由として、前者の方

が血圧や血糖などのリスク因子の判定基準

に該当する者が多く、新しい判定基準に該

当する者が多かったためかも知れない。ま

た、男性の方が女性よりも上昇率が大きか

った理由も同様に考えられるだろう。 

詳細な健診の実施状況に関する全保険者

のデータは、レセプト情報・特定健診等情報

データベース（以下 NDB）に蓄積されている。

これまでに NDB オープンデータとして平成

29年度分まで公表されているが、30年度分

は未公表であり、他の保険者への影響は現

段階では不明である。 

 

E. 結論 

国保特定健診における眼底検査の実施状

況の推移を KDB に基づいて確認した。平成

24～29 年度にかけて眼底検査の実施率（男

女計）は、11.7%, 12.7%, 13.1%, 13.5%, 

13.4%、13.5%とゆるやかな上昇傾向にあっ

たが、平成 30 年度は 17.6%となり、前年度

から 4.1ポイントの急上昇があった。特に、

男性および高年齢層で上昇率が大きかった。

令和元年度は引き続き上昇して 18.0%とな

った。国保では、詳細な健診項目に関する判

定基準の改定による眼底検査の実施率の上

昇があったと考えられた。 
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研究要旨 

日本における加齢黄斑変性に対する眼科検診の有用性評価については、研究分担者（田

村）らによる 2015 年の報告（Tamura.H. Plos One 2015）等があるが、その後、診療実態の変

化・社会情勢の変化・エビデンスの蓄積などの前提条件の変化が大きく、最新のデータを踏

まえた検討が必要となっている。この度、最新の日本を中心としたデータで、同様のマルコ

ルモデルを活用して、加齢黄斑変性に対する検診の費用対効果を評価した。 

具体的には、AMD スクリーニングの臨床的有効性と費用対効果を、失明者の減少割合と

増分費用対効果比（ICER）を算出することで評価した。マルコフモデルによるシミュレー

ションでは、40 歳から 90 歳までを対象とした。第 1 眼と第 2 眼を組み合わせたモデルで

は、AMD の発症と治療における年間の状態遷移確率を仮定した。有病率、罹患率、遷移確

率、効用値、治療費などのデータは既報のものを使用した。パラメータの影響を評価するた

めに感度分析も実施した。 

その結果、ベースケース解析では、現在の日本の「特定健診」を反映して、40 歳から 74

歳まで 5 年ごとに AMD のスクリーニングを行った場合、全失明者数が 40.7％減少した。失

明者数の減少の程度は、AREDS/AREDS2 フォーミュラのサプリメントを追加摂取よりも、

検診プログラムの方が大きかった。しかし、検診を実施した場合としなかった場合の ICER

は、間接コストを考慮した場合で 9,276,666 円/QALY、考慮しなかった場合でも 5,794,800 円

/QALY となり、日本の支払意思額(WTP : willingness to pay)である 5,000,000 円/QALY を超え

ていた。感度分析では、OCT も AI も ICER をそれほど改善できず、検診を早期に開始し頻

繁に実施すれば、臨床的に有効で費用対効果の高いスクリーニングが可能であることを示

した。 

結論として、今回の研究では、AMD に対する眼科検診プログラムは失明予防に高い効果

がある（臨床的に有効）が、費用対効果の観点からは有効ではないことが示された。また、

早期に検診を開始し、頻繁に検診を行うことで、双方の観点からの改善につながる可能性が

あることが示された。



 

 

A. 研究目的 

複数の新薬の登場や種々の検査器械の進

歩の恩恵を受けて、加齢黄斑変性(AMD)に

対する診療はこの数年でさらに大きく変容

した。改善のエビデンスを有する治療方法

の登場で治療の質の改善とともに対象症例

も大きく拡大し、AMD による新たな失明者

が 10 年間で半減したとの報告が出るなど

社会的にも大きく貢献しているが、必要と

される医療費の単価と治療頻度の双方が相

対的に高いため、その医療経済的側面へも

注目も高まる一方となっている。AMD 治療

の費用対効果や検診も含めた疾患マネジメ

ント全般に対する検討も継続的に実施され

てはいる。本研究では、これまでに整理した

きた日本における特殊性を加味したうえで、

なるべく長期のエビデンスを用いて加齢黄

斑変性に対する眼科検診の臨床的有用性と

経済的費用対効果を評価した。 

 

B. 研究方法 

マルコフモデルのデザイン 

長期間の繰り返しイベントをモデル化する

のに優れたマルコフモデルを用いて、検診

効果の見積もりを行った。モデル作成、分析

には TreeAge Pro 2017 を用いた。 

モデルは決断樹とマルコフモデルからな

り、決断樹は眼検診を実施する場合（検診

群、with screening）としない場合（非検診群、

without screening）の 2 つの strategy を想定

した。非検診群は現行を反映した strategy で

あり、偶発的な眼科受診（偶発受診）と重症

で自覚症状が現れたことによる受診（重症

化受診）の 2 つの受診契機があると設定し

た。検診群では偶発受診と重症化受診のほ

かに、検診による受診契機が加わるとした。 

 2 つの strategy において、正常な人が前駆

病変（Early AMD）を発症し、その後、滲出

型 AMD（Late AMD）を発症、進行により失

明するというマルコフモデルを用いてシミ

ュレーションを行った AMD の状態は視力

で分類し、前者は視力 1.0 以上と想定、後者

は視力 0.5 以上の moderate、視力 0.1 以上

0.5 未満の low vision, 視力 0.1 未満の Blind

の 3 つの状態を想定した。 

AMD は片眼のみ罹患している患者が多

いことから、AMD は片眼ごとに独立に発症

し、Late AMD への進行も片眼ごとに独立し

て起こるとした。様々な受診契機により医

療管理下に置かれた患者は、前駆病変では

サプリメント治療又は経過観察、late AMD

では抗 VEGF 薬であるアフリベルセプトを

使用した治療が行われると想定した。 

モデルに使用した費用、効用値、遷移確率

などのパラメータを Table 1 に、抗 VEGF 薬

による治療に関するパラメータをTable 2に

示す。使用したパラメータは可能な限り日

本人を対象とした研究データを利用し、該

当がない場合は海外のデータを利用した。 

 

対象 

1 サイクル 1 年のモデルにおいて、50 万人

の 40 歳の仮想コホートが死亡又は 90 歳に

なるまで（50 サイクル）計算した。シミュ

レーションにはマイクロシミュレーション

を用いた。50 万人の仮想コホートには、日

本の Early AMD の有病率に従って、40 歳時

点で 3.85％の Early AMD の患者がいると設

定した。40 歳時点での日本人の Early AMD

における片眼率データはなかったので、モ



デルでは 40 歳時点（つまりモデル開始時点）

の Early AMD の患者は全員、片眼のみの罹

患でもう片眼は正常と仮定した。またモデ

ル開始時点での患者は医療管理下に置かれ

ていないとした。 

 

状態遷移 

正常の人は Early AMD の日本人の有病率か

ら算出した罹患率に従って片眼ずつ独立に

Early AMDを発症するとした。Early AMDを

発症している場合、日本人の罹患率に従っ

て視力 0.5 以上の Late AMD を発症し、自然

予後に従って、視力 0.1 以上 0.5 未満の low 

vision状態から視力 0.1未満の失明状態へ段

階的に進行するとした。自然予後データは

日本人のデータが得られず、海外文献のシ

ステマティックレビューで見積もられた自

然予後のデータを使用した。片眼が Late 

AMD を発症している場合、2 眼の Early 

AMD から Late AMD への遷移確率は、日本

人の fellow eye での累積罹患率を用いた。死

亡は 2017 年の年齢別死亡率を用いて各状

態から発生するとした。 

 

治療 

発見された AMD 患者は医療管理下におか

れ、各状態に適した治療を受けるとした。

Early AMD では Late AMD への進行抑制を

目的として、抗酸化剤やミネラルを含むサ

プリメント治療が行われるとした。サプリ

メント治療を受けている患者割合は、既報

に基づき設定した。サプリメント治療の効

果は、米国で実施されたサプリメント治療

の RCT の結果を用いて、Early AMD から

Late AMD への進行が 25％抑制されると設

定した。またサプリメントを摂取中は、年 4

回の経過観察、治療からの脱落を年間 10％

と想定した。医療管理下に置かれるがサプ

リメント治療を実施しない患者は、年 4 回

の経過観察のみが行われるとし、経過観察

からの脱落も年間 10%とした。 

ベースケース分析において、Late AMD の

患者は抗 VEGF 薬としてアフリベルセプト

を用いた治療を受けると想定した。硝子体

内注射の回数や治療効果は日本人の前向き

研究から得られた結果を用いた。硝子体内

注射は片眼ごとに実施し、効果も片眼ごと

に検討するものとした。治療初年度の効果

は、視力 0.5 以上の moderate の場合、視力

改善はないが、自然予後よりも視力悪化の

確率が低くなると仮定した。視力 0.1 以上

0.5 未満の low vision の場合は、治療により

moderate への視力改善、維持、blind への悪

化があるとした。治療次年度以降は、

moderate と low vision で視力の維持又は悪

化があるとした。 

また既報では、治療開始翌年から治療開

始 4 年目まで追加の注射がいらなかった患

者が約 20％いたことから、モデルでは、治

療開始翌年から 20％の患者は抗VEGF薬に

よる治療の必要ない安定状態に移行すると

想定した。安定状態では、硝子体内注射がな

いが、視力低下は治療期間中と同じと仮定

した。 

硝子体内注射の合併症として眼内炎の発

症を想定した。眼内炎は注射後 1 年以内に

発症すると仮定し、発症確率は既報に従っ

て見積もった。なおアフリベルセプトでの

眼内炎の発症率のデータがなかったので、

ラニビズマブでの眼内炎の発症率のデータ

を用いた。治療からの脱落は、治療初年度に

5％と仮定し、治療開始次年度以降は脱落な



しと設定した。視力 0.1 未満の Blind の状態

では、抗 VEGF 薬による治療は行わず、経

過観察のみ実施するとした。 

 

受診契機と検診スケジュール 

非検診群での受診契機は、偶発受診と重症

化受診の 2 つを設定した。偶発受診はほか

の眼疾患などによる受診により偶然発見さ

れる場合である。実臨床では様々な受診経

緯が考えられるが、モデルでは、老視・屈折

異常の有病者が眼科を受診することで

AMD が発見されると仮定した。日本の老

視・屈折異常有病率は 40 歳以上において

43.8％との報告があるので、罹患率を年間

3％と見積もり、このうち 20％が眼科を受診

して偶然にAMDが発見されると仮定した。

ただしこの受診確率が適用されるのは老

視・屈折異常罹患初年度のみとして、それ以

降の偶然受診は設定しないこととした。ま

た老視の罹患にかかわらず、Late AMD が

ModerateからLow visionに悪化した場合は、

better-eyeとworse-eyeの違いにかかわらず、

悪化した初年度には 20％が眼科を受診する

とした。 

重症化受診は患者の自覚症状による受診

で、100％が眼科を受診し、AMD が発見さ

れるとした。重症化受診の対象者は、better-

eye 又は worse-eye が Late AMD の Blind の

状態だがが、医療管理下に置かれていない

患者とした。 

 検診群では、偶発受診と重症化受診に加

えて定期的な眼検診による眼科受診がある

とした。眼検診のスケジュールは、ベースケ

ースでは 40 歳から 5 年に 1 度の頻度で 74

歳まで行う（最後の検診時の年齢は 70 歳）

とした。現在、この年齢を対象とした眼検診

（眼底写真の撮影）を含む健康診断（特定健

診）が日本では毎年行われている。ただし、

この眼検診は血糖値、血中脂質、血圧、肥満

のすべての項目で異常となった人だけに限

定されて実施されるもので、AMD を発見す

ることに重点が置かれたものではない。本

研究では、特定健診の中ですべての人を対

象として AMD を発見することを目的とし

た眼検診を行う場合の医療経済的効果を見

積もるために、検診対象年齢を特定健診と

同じとした。 

 検診の受診率は、特定健診の受診率[12]を

参考にして 50％とした。検診受診で陽性と

なった後の確定診断受診率はデータがない

ので、60％と仮定した。 

 

感度・特異度 

ベースケース分析では、眼科医が判読する

眼底写真での検診を想定し、専門家の意見

から感度 80％、特異度 95％と設定した。

OCT や AI による眼底写真の判読による検

診については、シナリオ分析で検討を行っ

た。 

 

効用値 

両眼で AMD を発症していない場合の効用

値は 1 と、両眼で Early AMD を発症してい

る場合は 0.97 と仮定した。また両眼 Late 

AMD で Moderate、Low vision、Blind の場合

は既報の視力 0.7-1.0、視力 0.2-0.3 と視力

0.4-0.6 の平均値、視力 0.01-0.15 の場合の

TTO で測定した効用値をそれぞれ使用した。

両眼で状態が異なる場合は、Health-related 

QOLが悪い眼の影響も受けることを考慮し

て、1 眼目の状態と 2 眼目の状態の効用値

の平均値とした。例えば、1 眼目が Early 



AMD で 2 眼目が Late AMD の Moderate の

場合、1 眼目の効用値は 0.97 で 2 眼目の効

用値は 0.653 となるので、この状態の効用

値は2つの値の平均値である0.8115となる。 

 

費用 

モデルで使用した費用は直接医療費とした。

検診費用や AMD と確定するための精密検

査費用、経過観察費用、抗 VEGF 薬の費用、

合併症手術費用は専門家の意見より概算し

た。またベースケース分析では費用にサプ

リメントの費用を入れた場合を検討した。

サプリメント費用は AREDS 試験の処方と

同じ成分を使用しているオキュバイトプリ

ザービジョン（ボシュロブ社）を 1 年間使

用した場合で概算した。円からドルへの換

算は 1 米ドル＝106 円とした。 

 

費用効用分析 

モデルを用いて、医療管理下に置かれてな

い 40 歳（50 万人）を死亡又は 90 歳になる

までシミュレーションし、シミュレーショ

ン終了時における 1 人当たりの累積費用と

QALY を計算した。費用と QALY は日本の

ガイドラインを参考にして 1 年当たり 2％

の割引を適用した。 

累積費用と QALY から Incremental Cost 

Effectiveness Ratio (ICER)を算出した。 

 

C. 結果 

ベースケース分析 

検診群と非検診群を比較した場合、検診群

の増加費用は 59,640 円で、増加効用は

0.0064 であった。ICER は 9,276,666 円

/QALY となり、ICER の上限である支払意

思額 (WTP : willingness to pay)は日本で

は 500 万円/QALY といわれているので、検

診群は not cost-effective であることが示さ

れた。 

累積失明者数は検診群において非検診群

よりも 40.7％減少することがわかった。1

サイクルごとの生存者中の失明者割合に該

当する年齢の人口をかけて求めた 40 歳以

上の失明率は、検診群で 0.0014％、非検診

群で 0.0033％であり、人口で調整した場合

も 56.9％の失明抑制効果があることが示さ

れた。 

その他にも、失明者の平均累積失明期間

が、失明者 1 人当たり検診群で 7.3 年、非

検診群で 9.9 年であり、検診により失明期

間の短縮が望めることが示された。シミュ

レーション終了時点での Early AMD 及び

Late AMD 発見数は検診群で 64,305 人、非

検診群で 19,198 人であり、138,822 人の

Early AMD 及び Late AMD の累積患者の

うち検診では 46.3％発見できるが、非検診

では 13.8％しか発見できないことが分かっ

た。 

 

感度分析 

40個のパラメータにおいてOne-way SAを

行った。モデルにおいてもっとも影響の大

きいパラメータは失明時の効用値で、次に

影 響 の 大き いも の は Late AMD の

moderate 状態の効用値であり、効用値がモ

デルに大きな影響を及ぼすことがわかった。

40 パラメータの検討において、いずれのパ

ラメータを変化させても ICER は WTP よ

り大きな値となり、WTP 以下となるような

場合はなかった。 

 

治療のシナリオ分析 



サプリメントは実際の臨床で用いられてい

るが、保険適用されているわけではないの

で、直接医療費にサプリメント費用を含め

る必要はない。そこでサプリメント費用を

除いた場合の検診群と非検診群を比較した

ICER を算出したところ、5,794,800 円

/QALY となり、ベースケース分析の ICER

から大幅に低下することがわかった。 

次にサプリメント治療が検診の効果に及

ぼす影響を見積もるために、Early AMD で

サプリメント治療を実施せず、経過観察だ

けとする場合で検診群と非検診群を比較し

た ICERを見積もったところ、7,149,155円

/QALY となった。人口で調整した失明予防

効果は 57.9％であり、サプリメント治療を

行わなくても、検診による失明抑制効果は

見込めることがわかった。サプリメント治

療の有無による検診群と非検診群の失明者

の変遷についても比較検討した。 

ベースケース分析では、抗 VEGF 薬とし

て全員の患者がアフリベルセプトを使用す

るとしたが、実際の臨床ではラニビズマブ

も使用されているので、アフリベルセプト

とラニビズマブが 3：1 の割合で使用されて

いる状況での検診群と非検診群を比較した

ICER を検討した。なおこの分析ではサプ

リメント治療は実施するものとした。アフ

リベルセプトとラニビズマブが 3：1 とした

ときの ICER は、9,779,644 円/QALY で、

累積失明抑制率は 28.0％となった。 

 

検診プログラム 

検診開始年齢、検診終了年齢、検診間隔をそ

れぞれ変動させて、163 パターンの検診プ

ログラムについて ICER と累積失明者の抑

制率を算出した。すべての検診プログラム

で非検診群と比較した増分費用と増分

QALY は正の値であった。ICER の範囲は

5,073,550 円 /QALY から 16,926,275 円

/QALY で、累積失明抑制率は-1.2％から

81.5%であった。このことは、プログラムの

選択により、費用対効果や失明抑制率が大

きな影響を受けることを示している。 

各検診プログラムと ICER との関係性で

は、検診間隔、検診回数と ICER との相関

は低いが、検診開始年齢と検診終了年齢は

若いと、ICER が低くなる傾向を示した。一

方、失明抑制率は、検診回数との相関性が高

く、その他の検診開始年齢、検診間隔、検診

終了年齢にはあまり影響を受けないことが

わかった。このことは、検診を早期からはじ

め、頻回に実施することで、費用効果的で失

明予防効果の高い検診が行えることを示し

ている。 

 

検証 

モデルの妥当性を検証するために、報告さ

れている本邦の失明率データと今回のモデ

ルで算出される結果を比較した。モデルで

算出された 40 歳以上の人口で調整した非

検診群での Late AMD の有病率は 1.04%だ

った。日本人の AMD の有病率データは報

告が少ないが、報告されている late AMD

の有病率は、Kumejima study の 0.09％（40

歳以上）、Funagata study の 0.5％（35 歳

以上）、Nagahama study[23]の 0.58％

（95％CI、0.36-0.80、50 歳以上）、久山ス

タディの 1.4％（40 歳以上）であり、モデ

ルで推定した有病率は文献値で報告された

範囲に収まっていた。また、モデル終了時の

late AMD の片眼率は、非検診群において

76.9%で、Nagahama study での late AMD



の片眼率は 84%なので、近い値となった。 

有病率に関してはモデルの推計値が妥当

かどうか判断するためには、更なる

population based study が必要だが、推計

値は既報の値の範囲に入ることや、モデル

の片眼率が文献値と近い値であることから、

本モデルは現状をある程度妥当に反映して

いると考えられた。 

 

D. 考察 

眼科検診プログラムは、AMD による累積失

明患者数を 41％減少させ、AMD の累積罹

患率も減少させた。また、失明期間の短縮に

も貢献しており、臨床的有効性が示された。

眼科検診の拡充により抗 VEGF による社会

的失明の半減という予防効果をさらに継続

し後押しすることが期待される。 

AMD に対する眼科検診プログラムの臨

床的有効性が再度確認された一方で、費用

対効果が不十分であることも再確認された。

ベースケースの ICER は 9,276,666 円/QALY

と算出され、 2013 年の我々の評価値

27,486,352 円/QALY から大幅に減少したも

のの、WTPよりも高い値となった。ICERは、

40 個のパラメータを用いた感度分析のいず

れにおいても WTP の閾値を超えていた。こ

れらの結果から、AMD に対する眼科検診は

費用対効果が低いと言わざるを得なかった。

前回の結果から大幅に改善されたことと合

わせて、近い将来、AMD に対する眼科検診

の費用対効果を評価する価値があることも

期待される。 

費用対効果が不十分なのは、第 1 眼と第

2 眼の混合モデルを再度採用したことが影

響していると思われる。また、より現実的に

なるように今回は両眼の状態が異なる場合

は効用を下げるという戦略を採用した。治

療法の費用対効果に着目した先行研究では、

第 2 眼モデルが多く用いられてきた。確か

に、治療に特化した費用対効果研究では、第

2 眼モデルも妥当性がある。検診を含んだ長

期モデルの費用対効果研究では、第 1 眼と

第 2 眼を組み合わせた混合モデルの方が適

切と考えられたため、複雑なモデルでのシ

ミレーションに挑んだ。 

AREDS/AREDS2 フォーミュラのサプリ

メントが社会的に負担にならないことを考

えると、臨床効果や費用対効果を高めるた

めに検診で積極的に初期 AMD を検出する

という選択肢も現実的と考えられる。一方

で、サプリメントを生涯にわたって継続的

に使用することは、患者自身の負担の大き

さや継続へのモチベーションの問題から障

害も大きいと考えられる。これらを考慮す

るため、初期 AMD に対してサプリメント

摂取なしのフォローアップのみを想定する

と、費用対効果の問題は残るものの、サプリ

メントによる治療を行わなくても、スクリ

ーニングの失明に対する効果は高かった。

その結果、サプリメント摂取の是非を置い

ておいても、検診が推奨しうると考えられ

た。 

AIの経済的影響に関する研究の必要性に

ついては，システマティックレビューで議

論されてきた。我々は，眼底写真を AI で解

釈した場合，検査費用の追加はないと仮定

して AI の費用対効果分析を行ったところ，

スクリーニング群と非スクリーニング群を

比較した場合の ICER は，ベースケース分

析とほぼ同等であった。AI によるスクリー

ニングのコストを見積もることは困難であ

り、機器や解析ソフトのコストのためにベ



ースケース解析よりも高くなるかもしれな

いし、ベースケース解析よりも個人のコス

トが削減されるために低くなるかもしれな

い。それにもかかわらず、現時点では AI に

よるスクリーニングが有効であると結論づ

けることはできなかった。OCT 解析では、

臨床効果、費用対効果ともにベースケース

解析と同程度であった。OCT はスクリーニ

ングの精度を向上させるが、定期的に繰り

返される検診では、AMD の初期段階で医学

的な管理が行われる可能性が高いため、改

善の度合いは追加スクリーニングの推奨に

は及ばなかった。 

今回の研究では、AMD に対する包括的な

管理の観点から、アフリベルセプトを中心

とした長期的な実測データを用いた。その

結果、前回の研究で問題となっていた点の

多くを改善できた。とはいえ、いくつかの課

題も残った。第一に、両眼で状態が異なる場

合の有用性や、治療からの脱落率など、エビ

デンスに乏しいパラメータに対する評価は

今後も検討すべき点として残っている。第

二に、brolucizumab のような有望な薬剤は、

実際の診療ではまだ初期段階にあり、報告

されたエビデンスがないことから、モデル

に含めることができなかった。最後に、AI

を導入した際のコストの変化を設定できず、

コストの変化がないと仮定せざるを得なか

った。一般的には、AI を導入することで、

コスト削減と高い精度の維持の両立が期待

されている。しかし、十分なエビデンスがな

いため、コスト削減効果はなく、費用対効果

はないと想定せざるを得なかった。これら

はいずれもエビデンスの蓄積によってさら

に改善されることが予想されるため、今後、

眼科検診プログラムの費用対効果を再評価

する必要がある。 

 

E. 結論 

AMD に対する眼科検診の臨床的有効性と

費用対効果を、日本のリアルワールドデー

タに基づいたマルコフモデルを用いて評価

した。今回の研究では、検診プログラムは失

明予防に高い効果があるが、費用対効果の

観点からは有効ではないことが示された。

また、早期に検診を開始し、頻繁に検診を行

うことで、双方の観点での改善につながる

可能性があることが示された。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1. Tamiya R, Miyake M, Kido A, Hiragi S, 

Tamura H, Kuroda T, Tsujikawa A. 

Validation Study of the Claims-based 

Definition for Age-related Macular 

Degeneration at a Single University 

Hospital in Japan. Jpn J Ophthalmol. 2021 

Mar 18. doi: 10.1007/s10384-021-00816-w.  

2. Otsuki R, Sugiyama O, Mori Y, Miyake M, 

Hiragi S, Yamamoto G, Santos L, Nakanishi 

Y, Hosoda Y, Tamura H, Matsumoto S, 

Tsujikawa A, Kuroda T. Deep Learning 

Model to Predict Postoperative Visual 

Acuity from Preoperative Multimedia 

Ophthalmic Data. Advanced Biomedical 

Engineering, 2020 p. 241-248 

3. Yamada M, Hiratsuka Y, Nakano T, Kita Y, 

Watanabe T, Tamura H, Kawasaki R, 

Yokoyama T, Takano S. Detection of 



Glaucoma and Other Vision-threatening 

Ocular Diseases in the Population 

Recruited at Specific Health Checkups in 

Japan. Clin Epidemiol. 2020;12:1381-1388 

https://doi.org/10.2147/CLEP.S273016 

4. Takahashi A, Hosoda Y, Miyake M, Miyata 

M, Oishi A, Tamura H, Ooto S, Yamashiro 

K, Tabara Y, Matsuda F, Tsujikawa A. 

Clinical and Genetic Characteristics of 

Pachydrusen in Eyes with Central Serous 

Chorioretinopathy and General Japanese 

Individuals. Ophthalmol Retina. 2020 Dec 

10:S2468-6530(20)30484-X. doi: 

10.1016/j.oret.2020.12.004. 

5. Nakano E, Miyake M, Hosoda Y, Mori Y, 

Suda K, Kameda T, Ikeda-Ohashi H, Tabara 

Y, Yamashiro K, Tamura H, Akagi T, 

Matsuda F, Tsujikawa A; Nagahama Study 

Group. The Relationship between 

Intraocular Pressure and Coffee 

Consumption in General Japanese 

Population; the Nagahama Study. 

Ophthalmoilogy Glaucoma 

6. Sawada A, Hiragi S, Tamura H, Rei G, 

Matsuyama Y, Sakai K, Miyata H, Yanagita 

M, Kuroda T, Ogawa O, Kobayashi T. 

Evaluation of the quality of life and health-

related quality of life of patients with end-

stage kidney disease resulting from kidney 

transplantation using the Kidney Disease 

Quality of Life-Short Form and EuroQOL-5 

dimension-5 level questionnaires. 

Transplant Proc. 2020 Dec 7:S0041-

1345(20)32851-7. doi: 

10.1016/j.transproceed.2020.09.018. 

7. Tagawa, M., Ooto, S., Yamashiro, K., 

Tamura, H., Oishi, A., Miyata, M., ... & 

Tsujikawa, A. (2020). Characteristics of 

pachychoroid neovasculopathy.   

Scientific reports, 10(1), 16248. 

8. Kido A, Tamura H, Ikeda H, et al. 

Nationwide Incidence of Central Retinal 

Artery Occlusion in Japan: An Exploratory 

Descriptive Study Using the National 

Database of Health Insurance Claims 

(2011–2015). BMJ Open in press. 

9. Nakao SY, Miyake M, Hosoda Y, Nakano E, 

Mori Y, Takahashi A, Ooto S, Tamura H, 

Tabara Y, Yamashiro K, Matsuda F, 

Tsujikawa A; Nagahama Study group. 

Myopia Prevalence and Ocular Biometry 

Features in a General Japanese Population: 

the Nagahama Study. Ophthalmology. 2020 

Aug 27:S0161-6420(20)30841-1. doi: 

10.1016/j.ophtha.2020.08.023. 

10. 田村寛、三宅正裕、木戸愛、平木秀輔 、加藤

源太 、辻川明孝. 眼内レンズ縫着術実施症例

の増加：レセプト情報・特定健診等情報（NDB）

オープンデータを用いた全数調査．日本眼科

学会誌．2021 in press. 

11. 小林 恭, 田村  寛, 平木 秀輔 , 西田 幸代 , 

宮川 美栄子, 黒田 知宏, 小川 修. 泌尿器科

学術領域におけるダイバーシティ推進 ~泌

尿器科紀要掲載論文 65 年間・1 万編の解析

~. 泌尿器科紀要. 2021 in press. 

 

2. 学会発表 

1. Akitaka Tsujikawa, Ai Kido, Masahiro Miyake, 

and Hiroshi Tamura. Incidence of Central Serous 

Chorioretinopathy in Japan: A Nationwide 

Population-Based Cohort Study. In: 44th Annual 

Macula Society Meeting Virtual on February 6-7 



On-line 2021. 

2. 木戸 愛, 三宅正裕, 田村 寛, 平木秀輔, 田宮

良輔, 高橋綾子, 大音壮太郎, 辻川明孝, ナショナ

ルデータベースを用いた本邦における中心性漿液

性脈絡網膜症の疫学研究, 第 59 回日本網膜硝子体

学会総会  プログラム・講演抄録集 , p.78, 

2020.11.27, 福岡市 

3. 中田 愛, 三宅正裕, 森 雄貴, 細田祥勝, 愛須

奈央, 高橋綾子, 宮田 学, 上田奈央子, 大石明生, 

大音壮太郎, 田村 寛, 山城健児, 辻川明孝, 中心

性漿液性脈絡網膜症における脈絡膜血管透過性亢

進初見の経時的変化, 

第 59 回日本網膜硝子体学会総会 プログラム・講

演抄録集, p.78, 2020.11.27, 福岡市 

4. 愛須奈央, 三宅正裕, 細田祥勝, 森 雄貴, 高橋

綾子, 上田奈央子, 宮田 学, 大石明生, 田村 寛, 

大音壮太郎, 山城健児, 辻川明孝, 中心性漿液性脈

絡網膜症における低線量光線力学的療法の長期治

療効果の検討, 第 59 回日本網膜硝子体学会総会 

プログラム・講演抄録集, p.78, 2020.11.27, 福岡市 

5. 吉田実世, 大石明生, 高橋綾子, 三宅正裕, 宮

田 学, 大音壮太郎, 田村 寛, 山城健児, 辻川明孝, 

滲出型加齢黄斑変性の 3 年治療成績に関与する因

子. 第 59 回日本網膜硝子体学会総会 プログラム・

講演抄録集, p.81, 2020.11.27, 福岡市 

6. 森 雄貴, 三宅正裕, 細田祥勝, 高橋綾子, 村

岡勇貴, 宇治彰人, 宮田 学, 大石明生, 山城健児, 

田村 寛, 大音壮太郎, 辻川明孝. 中心性漿液性

脈絡網膜症における脈絡膜新生血管発生に関与す

る遺伝子.  第 124 回日本眼科学会総会講演抄録, 

日本眼科學會雑誌,Vol.124,p.246, 2020.3.13,  

7. 中西悠太, 三宅正裕, 大槻 涼, 森 雄貴,細田

祥勝, 大石明生, 大音壮太郎, 平木秀輔, 杉山 治, 

田村 寛, 黒田知宏, 辻川明孝. 深層学習モデルを

用いた眼底写真診断におけるデータ数毎の診断正

確度の推移. 第 124 回日本眼科学会総会講演抄録, 

日本眼科學會雑誌,Vol.124,p.262,2020.3.13, 

 

H. 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得   なし 

2． 実用新案登録 なし 

3. その他     なし         

 



厚生労働科学研究費補助金  

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）  

「成人眼科検診による眼科疾患の重症化予防効果 

及び医療経済学的評価のための研究」  

  

分担研究報告書  
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【研究要旨】 

緑内障は代表的な不可逆性の眼疾患で早期診断、治療介入の重要性が課題とされている。

20 年前に日本で実施された大規模疫学調査（多治見スタディ）により、緑内障は 40 歳以上

の約 5%の有病率があり、加齢とともに上昇し、70 歳以上では約 10%を占めること、高眼圧

以外に加齢変化や近視化がリスクの高い発症因子であること、さらに約 9 割の緑内障が未発

見、未治療な潜在患者であることも判明した。その後も世界に先駆けて超高齢社会を驀進す

る日本では、当時と比較して確実に人口動態は少子高齢化にシフトし、発症リスクとされる

近視も若年層を中心に増加傾向が指摘されることから、今後ますます緑内障の有病率が高く

なることが危惧されている。その一方で緑内障を検出するための検査項目は従来と大きな変

化はなく、未だ多くの未治療患者が以前と変わらず発見できていない現状を鑑みると、検出

精度に優れ、費用対効果的に実施可能な新たな成人眼科検診モデルの構築が喫緊の課題と思

われる。そのため昨年度の研究では、成人眼科検診における緑内障検診の医療経済的効果と

医学的効果（失明予防効果）を明らかにする目的で、決断分析マルコフモデルを用い、「眼

底写真のみ」と「眼底写真に OCT 検査を加えた場合」、さらに検査判定者を「眼科専門医」

と「非専門医」に分け、各パターンの読影精度の評価、費用対効果と医学的効果（失明減少

率）を評価した。その結果、「眼底写真のみ」よりも「眼底写真に OCT 検査を加えた場合」

が感度、特異度ともに優れ、 ICER に差はないが失明減少率は 12.3%と 26.2%と大きな違い

を認めた。さらに眼底写真の読影精度に眼科経験年数は大きな差はなかったが、OCT 診断が



付加されると眼科専門医の診断が費用対効果に優れ、失明予防効果が見込めることを確認し

た。今年度は実際の臨床データを用い、眼科検診総合モデルを評価する目的で、全国１６眼

科クリニックで実施した視野検査と包括的眼科検査(視力・屈折・眼圧・細隙灯顕微鏡検査・

眼底検査)の結果を集計し、全 1360 例から 503 例(1006 眼)を抽出して緑内障専門医 3 名に

よる中央委員会による最終的な緑内障判定を行った精度評価用のデータセットを作成した。

さらに作成したデーセットを用いて 24 名の眼科医(専門医 12 名、非専門医 12 名)が、３つ

のパターン（①眼底写真のみ②眼底写真＋OCT③眼底写真＋OCT＋包括的眼科検査）で判定を

行い、各検査パターンの検出力を比較検討した。その結果、眼底写真単独よりも OCT を付加

した検診が、特異度に差はないが感度は 25%程度高くなった。一方、判定者としては眼科専

門医が非専門医に対して感度、特異度ともに有意に検出力が優れていた。 

以上、マルコフモデルによるシュミレーションデータ、データセットによるリアルワール

ドデータの結果から、緑内障の検出力アップを目指す成人眼科検診モデルとしては、既存の

眼底写真に OCT 検査を付加した検診が推奨され、判定医としては可能な限り眼科医経験の長

い眼科専門医の担当が望ましいと思われた。 

 

 

A. 研究目的   

 2000 年に実施された日本における緑内障の

大規模疫学調査である多治見スタディによる

と、40 歳以上における緑内障の有病率は、

人口の約 5%に相当し、その約 90%が未治療

の状態にある事が判明していた。さらに森實

らによる最新報告では新規に視覚障害者認定

を受けた対象者の 28.6%が緑内障であること

が判明し、以前データと比較して、さらに増

加傾向が継続していることも確認され、少子

高齢化が進む中、検診で発見しなければなら

ない未治療の緑内障患者がさらに増えている

可能性が高い。緑内障は不可逆的な慢性疾患

であるが、眼圧降下治療により視野障害の進

行を予防・遅延できるため、早期診断、早期

治療の介入が予防医学的に大変重要となる。

しかし通常、健診で実施されている眼科検査

は視力検査と眼圧検査と眼底写真が一般的な

ため、緑内障は末期に至るまで視力低下は起

こしにくいこと、さらにほとんどの緑内障が

正常眼圧値であることから、眼底写真による

視神経の特徴的所見と網膜神経線維層欠損所

見を判定することが緑内障スクリーニングで

最も有効とされてきた。近年光干渉断層計

(OCT)が緑内障診断の補助検査として眼科臨

床で急速に普及し、今や眼科診療で必須不可

欠な検査となってきた。OCT の導入により、

眼底写真で見逃されてきた視神経乳頭周囲の

網膜神経線維層厚、視神経乳頭形状、黄斑部

網膜内層厚などが検出できるようになり、緑

内障の検出力は明らかに向上したと言える。

このような緑内障診断における外来検査項目

の変遷を踏まえて、昨年我々はマルコフモデ

ルを用いた成人眼科検診モデルのシミュレー

ションをおこなった。検討項目としては、検

査項目として「眼底写真のみ」と「眼底写真

に OCT 検査を加えた場合」、検査判定者の



評価として眼科医を「眼科専門医」と「非専

門医」に分け、各パターンの読影精度の評

価、費用対効果と医学的効果（失明減少率）

を評価した.「眼底写真のみ」よりも「眼底

写真に OCT 検査を加えた場合」が感度、特異

度ともに優れ、 ICER に差はなかったが失明

減少率は 12.3%と 26.2%と大きな違いを認め

た。さらに眼底写真の読影精度に眼科経験年

数は大きな差はなかったが、OCT 診断が付加

されると眼科専門医の診断が費用対効果に優

れ、失明予防効果が見込めることが確認でき

た。 そのため今年度は、眼科検診総合モデ

ルとしての OCT 検査の有用性を評価する目的

で、全国各地の眼科クリニックから実際の臨

床データとして視野検査と包括的眼科検査

(視力・屈折・眼圧・細隙灯顕微鏡検査・眼

底検査)を収集した。収集したデータから緑

内障専門医による中央委員会で判定したデー

タセットを作成し、専門医と非専門医がそれ

ぞれ３つのパターン（①眼底写真のみ②眼底

写真＋OCT③眼底写真＋OCT＋包括的眼科検

査）の判定を行い、各検査パターンの検出力

を評価した。最終的に前年度のシミュレーシ

ョン結果とリアルワールドデータの結果を総

合評価し、緑内障の検出力アップを目指す成

人眼科検診モデルを検討したので報告する。 

 

B. 研究方法   

1. 検査機器による緑内障診断の精度評価と

専門医と非専門医による精度評価 

視野検査と包括的眼科検査(視力・屈折・眼

圧・細隙灯顕微鏡検査・眼底検査)をおこな

った 1360 例より画像が鮮明で緑内障診断に

支障がないと判断した 503 例(1006 眼)を抽

出し、精度評価用のデータセットとした。対

象眼となる 1006 眼を緑内障専門医 3 名によ

る中央委員会で緑内障判定した。内訳は緑内

障が 132 眼、非緑内障が 874 眼。24 名の眼

科医(専門医 12 名、非専門医 12 名)が各々、

３つのパターンで緑内障判定をした。判定方

法の 1 つ目は、眼底写真のみ。2 つ目は眼底

写真＋OCT。3 つ目は眼底写真＋OCT＋包括的

眼科検査でおこない、それぞれの検査の感度

と特異度を検討した。また、専門医と非専門

による精度評価についても検討した。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象 

とする医学系研究に関する倫理指針」に従っ

た。今回の研究内容は倫理審査委員会の承認

は不要と考えられるが、データソースとして

用いた先行研究は倫理指針に従い、医療法人

社団信濃会・信濃坂クリニック治験審査委員

会、杏林大学医学部倫理委員会の審査を受

け、承認を受けている（承認番号 1034 およ

び 744）。  

 

C. 結果 

1. 検査機器による緑内障診断の精度評価と

専門医と非専門医による精度評価 

24 名の眼科医の判定では、眼底写真単独の

場合の精度は感度 55.4%、特異度 91.8%であ

った。眼底写真に OCT を追加した場合の精度

は感度 80.0%、特異度 91.7%であった。眼底

写真と OCT および包括的眼科検査の場合の精

度は感度 78.4%、特異度 92.7%であった。(図

1.2) 



専門医の判定では、眼底写真単独の場合の

精度は感度 55.4%、特異度 94.0%であった。

眼底写真に OCT を追加した場合の精度は感度

82.3%、特異度 92.9%であった。眼底写真と

OCT および包括的眼科検査の場合の精度は感

度 79.8%、特異度 94.0%であった。(図 3) 

非専門医の判定では、眼底写真単独の場合

の精度は感度 55.4%、特異度 89.6%であっ

た。眼底写真に OCT を追加した場合の精度は

感度 77.8%、特異度 90.6%であった。眼底写

真と OCT および包括的眼科検査の場合の精度

は感度 77.1%、特異度 91.3%であった。(図

4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.感度(24 名眼科医) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.特異度(24 名眼科医) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.感度(専門医と非専門医) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.特異度(専門医と非専門医) 

 

D. 考察  

 今回の検討では視覚障害の第一位で、今後も

さらに有病率の増加が危惧される緑内障を対

象疾患とし、成人眼科検診として現在最も広

く普及している眼底写真単独による検診と、

近年眼科外来で急速に普及し、診療上不可欠

な診断ツールとなった三次元眼底解析装置で

ある OCT 検査を眼科検診に導入した際の有

効性について、さらに眼科医としての経験年

数が診断精度にどのように影響するかの 2 項

目について評価を試みた。 本研究の結果か

ら、眼科検診においては、眼底写真のみによ

る判定に比べ、眼底写真に OCT を組み合わせ

た検診の方が感度を 25%程度改善できること

眼底写真 

眼底写真+OCT 

眼底写真+OCT+包括検査 
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感度         
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77.1%(74.9-79.1) 
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90.6%(90.0-91.1) 
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が明らかになった。一方、特異度には有意な

違いはなかった。また、眼底写真に OCT を組

み合わせた検診では、実際の眼科診察に比べ

て感度に有意な違いはないが、特異度では有

意に劣るものの、その差は 1%程度であっ

た。 

 判定者による違いも示唆に富んだ結果を示

した。感度に関しては、眼底写真+OCT のみ

で眼科専門医が非専門医よりも有意に高いと

いう結果であった。一方、特異度に関して

は、眼底写真、眼底写真+OCT、眼底写真

+OCT+包括検査全てにおいて眼科専門医が有

意に高いという結果であった。専門医は眼底

写真に OCT が追加された情報において非専門

医に比べ感度が約 5%改善する。また、特異

度も 93-94%と非常に高い。検診における眼

底写真+OCT の判定に関しては眼科専門医が

行うのが適切であると思われた。 

 

E. 結論  

 眼科検診においては、眼底写真のみによる判

定よりも眼底写真に OCT を組み合わせた検診

の方は感度が 25%程度高くなる。一方、特異

度には有意な違いはなかった。判定者は眼科

専門医が非専門医に対して感度、特異度とも

に有意に高かった。  

  

F. 健康危険情報  

なし  
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【研究要旨】 

 眼疾患に特化した公的な検診はごく一部の自治体で行われているに過ぎないが、その一

方で、特定健診には眼底検査の項目がある。特定健診は我が国で公的に施行されている最大

の健診であるが、特定健診における眼底検査は、「詳細な健診項目」となっており、その施

行率は高くない。しかしながら、自治体によっては独自の基準で眼底検査を行って、眼の検

診の機会としている自治体もある。研究者らはこれまでに特定健診受診者の慢性眼疾患の

有病率、特定健診時に眼底検査をオプションとして加えている自治体の割合、眼底検査のオ

プションの有無による特定健診受診率について検討し、学術論文として発表してきた。 

今回は、眼底検査を中心とした成人眼科検診の意義について日本語の小冊子を作成し、全

国全 1741 の自治体の地域保健・健康増進事業担当部署、各都道府県の国民健康保険団体連

合会、日本眼科医会と各都道府県の眼科医会支部に配布した。眼科検診の意義を自治体や保

険者に提示することで自治体の保健行政、施策を考えるうえでの情報提供を行った。 

 

  

  

A. 研究目的 

視覚障害の主な原因疾患は緑内障，糖尿

病網膜症，黄斑変性，白内障など加齢や生活

習慣病が関係する慢性疾患であり、高齢者

にとって大きな問題である。また、これらの

眼疾患で最終的に視覚障害や失明に至る時

期は 70 歳以降であっても、40-50 歳代から

発症していることが少なくない。これらの

加齢性・変性眼疾患は早期には自覚症状に

乏しいため、成人の眼科検診による早期発

見の機会が重要と考えられる。 

現在、眼疾患に特化した公的な検診はご

く一部の自治体で行われているに過ぎず、

対象年齢や検診間隔、検診内容がさまざま



で不統一であり、事後評価も十分になされ

ていない。一方、特定健診は全国平均の受診

率は 53％であり、我が国で公的に施行され

ている最大の健診である。 

特定健診には眼底検査の項目があり、眼

底検査には全身の動脈硬化、高血圧性変化

を評価する以外に、緑内障，糖尿病網膜症，

黄斑変性などの慢性眼疾患を発見する機能

があると考えられる。ただし、特定健診によ

る眼底検査は、一定の基準を満たした人し

か受けることができない「詳細な健診項目」

に分類されており、その施行率は高くない。

しかしながら、自治体によっては「詳細な健

診項目」としての眼底検査以外に、独自の基

準で眼底検査を行って、眼の検診の機会と

している自治体もある。 

研究班ではこれまでに、特定健診受診者

の慢性眼疾患の有病率、特定健診時に眼底

検査をオプションとして加えている自治体

の割合、眼底検査のオプションの有無によ

る特定健診受診率について検討してきてお

り、いくつかの学術論文として発表してき

た。今回は、眼底検査を中心とした成人眼科

検診の意義について小冊子を作成し、公表

した。眼科検診の意義を自治体や保険者

に提示することで自治体の保健行政、施

策を考えるうえでの情報提供を行った。 

 

B. 研究方法 

 平成 28 年度-30 年度厚生労働科学研究費

補助金、循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対

策総合研究事業、「成人眼科検診の有用性、

実施可能性に関する研究」の研究成果とし

て令和 2 年度に 2 つの論文を出版した。 

 1 つは特定健診受診者の慢性眼疾患の有

病率を検討した論文（Yamada M, Hiratsuka Y, 

Nakano T, Watanabe T, Tamura H, Kawasaki R, 

Yokoyama T, Takano S. Detection of Glaucoma 

and Other Vision-threatening Ocular Diseases in 

the Population Recruited at Specific Health 

Checkups in Japan. Clin Epidemiol 

2020;12:1381-138）であり、もう１つは特定

健診での眼底検査のオプションの有無によ

る特定健診自体の受診率の違いを検討した

論文（Hiratsuka Y, Yokoyama T, Yamada M. 

Higher participation rate for specific health 

checkups concerning simultaneous ophthalmic 

checkups. Journal of Epidemiology. 2020 

https://doi.org/10.2188/jea.JE20200052 Online 

ahead of print）である。 

 この 2 つの論文の概要を記した小冊子を

作成し、令和 3 年 2 月に全国全 1741 の自治

体（市区町村）の地域保健・健康増進事業担

当部署、各都道府県の国民健康保険団体連

合会、日本眼科医会と各都道府県の眼科医

会支部に配布した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」に従っ

た。今回の研究内容は倫理審査委員会の承

認は不要と考えられるが、データソースと

して用いた先行研究は倫理指針に従い、医

療法人社団信濃会・信濃坂クリニック治験

審査委員会、杏林大学医学部倫理委員会の

審査を受け、承認を受けている（承認番号

1034 および 744）。 

 

C. 結果 

 作成した小冊子を報告書に添付する（資

料）。 



特定健診受診者の慢性眼疾患の有病率に

ついては、特定健診を契機に 3 つの自治体

（東京都世田谷区、宮城県仙台市、島根県松

江市）の 16 の眼科医療機関を検診目的で受

診した 1,360 例を対象として、一般的な眼

科検査に加えて光干渉断層計（OCT）検査や

精密視野検査を行い、眼疾患の有無を精密

に検査した。その結果、168 例（12.4％）が

緑内障と診断され、視力低下を伴うなど臨

床的に問題となるような白内障 77 例

（5.7％）、黄斑前膜（2.9％）、黄斑変性

（1.2％）、糖尿病網膜症（1.0％）、網膜静脈

閉塞症（0.7％）、網脈絡膜萎縮（0.5％）など

失明や視覚障害につながる網膜疾患も見ら

れた。特定健診の対象者である 40-74 歳の

成人において従来考えられていた以上に多

くの緑内障罹患者がいることがわかった。

緑内障のうち、78％は今回の検査で初めて

緑内障と診断された例であり、眼科検診の

重要性が改めて示される結果と考えられた。 

 特定健診受診時の「詳細な検査項目」以外

の眼底検査のオプションの有無による特定

健診受診率の違いについては、全国の全

1741 の自治体（市区町村）を対象として

2019 年 1～2 月の期間に郵送による調査を

行っている。その結果、特定健診と同時に眼

科検診を実施している自治体では特定健診

受診率が 2.5%向上していること、検診内容

別では、特定健診の全対象者を対象とした

「眼底写真」では2.8%、「眼科における検査」

では 7.4%向上していることが示された。特

定健診と同時に眼科検診を行うことで、眼

や全身の病気の早期発見に有用なだけでな

く、特定健診本体の受診率向上にも貢献で

きる可能性が示唆された。 

  

D. 考察 

 特定健診の受診率向上（目標 70%）は国

の保健行政の大きな課題となっている。受

診率の全国平均は 53%であるが、健康保健

組合の受診率が 77%に対し、市区町村国民

健康保険は 37％にとどまっている。受診率

向上のため、自治体はアンケート結果の未

受診理由別に応じた受診推奨や、 医師会と

の連携による特定健診受診場所の拡大や情

報提供事業の展開等、様々な取り組みを実

施している。 

特定健診において眼底検査は、高血圧や糖

尿病による異常を発見することで、将来的

な脳卒中や心血管死亡の危険予測に用いら

れる。眼底検査は同時に白内障や緑内障な

どの有病率の高い慢性眼疾患の早期発見に

も有用である。現在、特定健診による眼底検

査は「詳細な健診項目」に分類されている

が、自治体によっては「詳細な健診項目」と

しての眼底検査以外に、内容の異なる独自

の眼の検診を提供している。今回の調査で

は回答の得られた 1048自治体のうち 310自

治体（29.6％）が何らかの形でのオプション

としての眼底検査を実施しており、国の実

施基準以外に眼底検査を受けられる環境を

作っていた。研究分担者の横山は、国保デー

タベース（KDB）システム（平成 24～30 年

度）に基づいて特定健診における眼底検査

の実施率の推移を調べ、眼底検査の実施率

は平成 24～29 年度にかけて 11.7%から

13.5%（男女計）とゆるやかな上昇傾向にあ

り、平成 30 年度は特定健診の詳細な検診項

目の判定基準の変更もあって 17.6%（男女

計）となり、前年度から 4.1 ポイントの急上

昇が起きたと報告している。こうしたデー

タは特定健診の機会に眼底検査を受けるこ



とを望む受診者が少なくないことを示すも

のと考えられる。 

特定健診のオプションとして、協会けんぽ 

滋賀支部では、肌年齢・骨密度測定サービス

を特定健診と同時に実施、また健診受診会

場を生活圏の近くにする配慮するなどで、

受診率が 2 年で 11.5％から 24.1％に改善し

たと報告している。眼底検査も同様で、特定

健診に合わせた独自検診として行うことで、

特定健診自体の受診率向上に貢献できる可

能性がある。また今まで未発見、未治療とな

っている慢性眼疾患の発見の機会としても

有用であり、保健行政の面からも考慮され

るべき事項と考えられた。 

以上の研究結果は英文論文として公表し

ているが、よりわかりやすい形で示すため

に、日本語の小冊子を作成した。全国自治体

と国民健康保険団体連合会に送付すること

で、自治体の保健行政、施策を考えるうえ

での情報提供になったと考えられる。 

 

E. 結論 

 眼底検査を中心とした成人眼科検診の意

義について小冊子を作成し、全国全 1741 の

自治体（市区町村）の地域保健・健康増進事

業担当部署、各都道府県の国民健康保険団

体連合会、日本眼科医会と各都道府県の眼

科医会支部に配布した。特定健診における

眼底検査の意義を自治体や保険者に改めて

提示して自治体の保健行政、施策を考える

うえでの情報提供を行った。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

1) Yamada M, Hiratsuka Y, Nakano T, Watanabe 

T, Tamura H, Kawasaki R, Yokoyama T, Takano 

S. Detection of Glaucoma and Other Vision-

threatening Ocular Diseases in the Population 

Recruited at Specific Health Checkups in Japan. 

Clin Epidemiol 2020;12:1381-138 

 

2. 学会発表 

なし 

 

H. 知的財産権の出願･登録状況 

1． 特許取得   なし 

2． 実用新案登録 なし 

3. その他     なし  
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別添４ 

厚生労働科学研究費補助金 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

「成人眼科検診による眼科疾患の重症化予防効果 

及び医療経済学的評価のための研究」 

 

分担研究報告書 

「成人を対象とした眼科検診の総合的な医療経済学的評価」 

 

研究分担者 後藤 励  慶應義塾大学大学院経営管理研究科・教授 

研究協力者 阿久根陽子 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科・特任助教 

研究分担者 平塚 義宗 順天堂大学医学部眼科学講座・先任准教授 

研究代表者 山田 昌和 杏林大学医学部眼科学教室・教授 

 

 

【研究要旨】 

 成人眼科検診で失明原因の主要疾患（白内障、緑内障、糖尿病網膜症、加齢黄斑変性）を

スクリーニングした場合の医学的効果と費用対効果をマルコフモデルで検討した。ベース

ケース分析（40 歳から 74 歳まで 5 年に 1 回（最終年齢 70 歳））での検診介入の ICER は

1,883,516 円/QALY、失明減少率は 16.2％となった。モデルに関与するパラメータ数は非常

に多いが、それらの不確実性を考慮しても ICER の分析結果に大きな影響を与えないことが

示された。検診プログラム（開始年齢、終了年齢、検診間隔）に関して検討した結果では、 

40 歳から 70 歳まで毎年の検診では失明減少率が 54.4％と大幅に増加する一方で、ICER は

ベースケースの 1,883,516 円/QALY と毎年の 1,920,668 円/QALY とほぼ同じであった。可能

であれば 40-70 歳で１年に１回の眼科検診の機会が望ましいと考えられた。 

 以上から、成人を対象とした眼科検診プログラムは費用対効果に優れ、失明減少効果も大

きいことが示された。成人眼科検診プログラムは今後の視覚障害対策に組み込まれていく

べき重要課題であると考えられた。 

 

  

 

A. 研究目的 

 本邦の視覚障害の主要な原因は緑内障、

糖尿病網膜症、加齢黄斑変性、白内障などで

あり、これらの疾患はいずれも好発年齢が

中高年以降であり、初期には自覚症状が少

なく、徐々に進行する慢性疾患という点で

共通している。このうち手術などの医療介

入で視機能が明確に改善，回復するのは白

内障だけであり、それ以外の疾患では進行

抑制や残存した視機能の維持が治療目標と



なる。従って、重篤な視覚障害に至る前に疾

病を発見し、治療によって進行を遅延させ

ることによって日常生活機能の損失を最小

限に抑えることが重要となる。今後、高齢化

によって増加が予想される視覚障害への対

策として、眼科検診による早期発見・早期介

入が特に重要と研究者らは考えている。し

かしながら、成人を対象とした眼科検診プ

ログラムの医学的根拠や費用対効果は十分

に確立されていない。 

 研究者らはこれまでに緑内障、糖尿病網

膜症、加齢黄斑変性、白内障の４つの主要疾

患について眼科検診の費用対効果と医学的

効果を個別に評価してきた。疾患によって

費用対効果や失明予防効果は大きく異なり、

なかには費用対効果の点で閾値を大きく超

えるものもあった。しかしながら、眼科疾患

の検診においては、眼底検査という単一の

検査で多くの疾患をスクリーニングするこ

とができる。そこで緑内障、糖尿病網膜症、

加齢黄斑変性、白内障の４つの主要疾患を

統合したモデルを作成して、成人眼科検診

としての総合的な費用対効果と医学的効果

について分析した。 

 

B. 研究方法 

モデル概要 

これまでに検討した白内障、緑内障、糖尿病

網膜症、加齢黄斑変性における検診モデル

を統合し、眼底検査によるスクリーニング

で 4 つの疾患を発見するモデルを作成した。

各疾患のモデルの統合にあたり、各疾患の

罹患は独立で、1 つの疾患に罹患した場合、

別の眼疾患に罹患することはないと仮定し

た。例えば、緑内障の罹患は白内障の罹患に

影響を受けることなく罹患率に従って発症

し、一度、緑内障を発症するとその他の眼疾

患（白内障、糖尿病網膜症、加齢黄斑変性）

には罹患しないとした。図１に統合モデル

の概略を示した。 

検診受診率、罹患後の各眼疾患の治療やそ

の費用、QOL 値などのパラメータは、各眼

疾患のモデルで使用したパラメータを用い

た。ただし、検診の特異度と検診で陽性後の

精密検査費用については、眼疾患の種類に

依らず共通のパラメータを用いた。検診の

特異度は各眼疾患で値が異なり、白内障で

77%、緑内障で 94%、糖尿病網膜症で 97%、

加齢黄斑変性で 95%とした。統合モデルの

ベースケース分析では、白内障モデルで使

用されていた特異度を用いて計算し、一元

感度分析において各眼疾患モデルの値を網

羅するため、特異度を 70%から 100%の範囲

で動かして検討を行った。検診で陽性後の

精密検査費用も各疾患で異なっており、白

内障で 8,160 円、緑内障と加齢黄斑変性で

13,960 円、糖尿病網膜症で 8,700 円であっ

た。眼疾患に罹患している場合は、各疾患モ

デルの値を採用し、眼疾患に罹患していな

いが検診で擬陽性となり精密検査を受診す

る場合は、13,960 円を用いて分析を行った。

一元感度分析では、13,960 円の±50%の範

囲（6,980 円から 20,940 円）で検討した。 

ベースケース分析では、各眼疾患モデルと

同様に、40 歳から 74 歳までの期間に 5 年

に 1 回の頻度で眼検診を行った場合（検診

群）と行わない場合（非検診群）の 2 つの

群を想定し、40 歳の集団が 90 歳又は死亡

するまでシミュレーションを行った。分析

の立場は、公的医療の立場とした。モデルの

作成、分析には TreeAge Pro 2017 を用いた。 

 



特定健診の「詳細な健診項目」としての眼底

検査の扱い 

特定健診では、高血圧又は高血糖の場合、詳

細な健診項目として眼底検査が実施される。

糖尿病網膜症モデルでは検診群の眼科検診

とは別に詳細な健診が組み込まれているが、

そのほかの眼疾患モデルでは詳細な健診は

含まれていなかった。そこで、統合モデルに

使用する各疾患モデルにおいても、詳細な

健診をモデルに組み入れた。具体的には、特

定健診の対象年齢の期間は、特定健診受診

者の 10%が高血圧により詳細な健診を実施

すると設定した。統合モデルでは、糖尿病を

発症した場合は糖尿病網膜症のみの発症を

仮定したので、詳細な健診の受診は除外し

た。 

 

割引 

「中央社会保険医療協議会における費用対

効果評価の分析ガイドライン第 2 版」[7]に

基づき、費用と QALY ともに年率 2%での

割引を検討した。 

 

アウトカム 

累積費用と累積質調整生存年（Quality-

adjusted life year, QALY）から増分費用効果

比（Incremental cost effectiveness ratio, ICER）

を算出した。 

その他のアウトカムとして、検診群と非検

診群の失明者数を用いて失明抑制率も算出

した。 

 

感度分析 

モデルの頑健性を検討するために、一元感

度分析を行った。パラメータの取りうる範

囲は各眼疾患モデルで行ったものと同じと

した。ただし、検診の特異度と検診陽性後の

精密検査費用は各眼疾患で異なる値を用い

ているため、上述のモデルの概要で示した

範囲で検討を行った。 

 

シナリオ分析 

最適な検診スケジュールを得るために、ベ

ースケース分析の検診スケジュールに加え

て、50, 60, 70 歳での検診開始や、50 歳、60

歳、70 歳での検診終了について検討を行っ

た。また、検診間隔は毎年から 10 年に 1 回

までの 10 パターンをそれぞれの検診開始

年齢と検診終了年齢において検討した。各

検診スケジュールにおける ICER と失明者

抑制率を算出し、検診プログラムの検診開

始年齢、検診間隔、検診終了年齢が ICER お

よび失明抑制率に及ぼす影響についてそれ

ぞれ検討をおこなった。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はヘルシンキ宣言の趣旨を尊重し、

厚生労働省、文部科学省による「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」に従っ

た。今回の研究内容は倫理審査委員会の承

認は不要と考えられるが、データソースと

して用いた先行研究は倫理指針に従い、医

療法人社団信濃会・信濃坂クリニック治験

審査委員会、杏林大学医学部倫理委員会の

審査を受け、承認を受けている（承認番号

1034 および 744）。 

 

C. 結果 

ベースケース分析 

ベースケース分析の結果を表 1 に示す。検

診群と非検診群を比較した場合、検診群の

増分費用は 58,192 円で、増分 QALY は



0.0309であった。ICERは 1,883,516円/QALY

となった。ICER の上限、つまり費用対効果

のよしあしの閾値はWTP（willingness to pay: 

支払い意思額）等に基づいて設定されてい

るが、日本で現在行われている医薬品と医

療機器の費用対効果評価では 500 万円

/QALY であるので、同じ閾値を用いる場合

検診は cost-effectiveであることが示された。 

累積失明者数は検診群では 391 人、非検診

群では 467 人であり、失明抑制率は 16.2％

となることがわかった。年齢毎の失明率の

変遷は図 2 に示す通りで、65 歳以降で失明

者の抑制が見られた。 

 

感度分析 

217 個のパラメータにおいて一元感度分析

を行った(図 3)。全てのパラメータ変動で増

分費用と増分 QALY は正の値を示した。 

影響の大きい上位 10項目の結果を表 2に示

す。モデルにおいてもっとも影響の大きい

パラメータは白内障手術後の視力 1.0 以上

の QOL 値で、次に影響の大きいものは加齢

黄斑変性におけるサプリメント治療継続割

合であった。ただしこの 2 つを含め全 217

のパラメータにおいて、ICER が 300 万円を

超えるものはなく、ベースケース分析の結

果へ及ぼすパラメータの不確実性の影響は

小さいことが分かった。 

 

検診プログラム 

特定健診の対象年齢の範囲で検診開始年齢、

検診終了年齢、検診間隔を変動させ、83 パ

ターンの検診プログラムについて ICER と

累積失明者の抑制率を算出した。すべての

検診プログラムで非検診群と比較した増分

費用と増分 QALY は正の値であった。ICER

の範囲は 1,565,494 から 2,341,562 円/QALY

で、失明抑制率は 0.7%から 54.4%であった。

このことは、プログラムの選択は、費用対効

果にはあまり大きな影響を及ぼさないが、

失明抑制率に関しては大きな影響を及ぼす

ことを示している。 

表 3 に ICER が最大と最小、失明抑制率が

最大と最小のプログラムを示した。最も

ICERが低いプログラムは 70歳と 74歳で検

診を行うプログラムで、ICER は約 157 万円

/QALY、失明抑制率は 4.5％となった。一方

で、40 歳から 70 歳まで毎年検診を行う場

合、ICER は約 192 万円/QALY とわずかに

増加するが、失明抑制率が 54.4％となり、

高い失明抑制効果が得られることが分かっ

た。検診頻度及び検診期間と関係する検診

の累積回数において、ICER との相関は見ら

れなかったが、失明抑制率とは高い相関が

見られた(図 4)。このことは長期間に頻回で

行う検診は高い失明抑制率をもたらすこと

を示している。 

ICER は上述の通り 500 万円/QALY 以下で

あれば費用対効果に優れていると判断され

るので、ICER 最小の検診プログラムと比較

すると ICER がやや増加するが、500 万円

/QALY 以下となる頻回の検診を行うプログ

ラムが費用対効果に優れていて、かつ、失明

抑制効果が高いプログラムであることが分

かった。 

 

D. 考察 

 これまで検討してきた 4 つの疾患モデル

（白内障、緑内障、糖尿病網膜症、加齢黄斑

変性）を使用して、統合モデル、4 つの疾患

が同時に存在する集団に対する眼科検診介

入の費用対効果と医学的効果を検討した。



各疾患モデルは罹患率や治療方法などを細

かく組み込んだモデルであり、これらをそ

のまま統合して 1 つのモデルを構築するこ

とは困難であるため、単一疾患罹患だけを

想定して統合モデルにおける 1 人当たりの

費用と QALY をモデル化した。実際には２

つ以上の疾患に罹患する場合もあるので、

統合モデルには制約があり、現実世界をそ

のまま反映するものではない。 

 ベースケース分析では検診群の ICER は

1,883,516 円/QALY、失明抑制率は 16.2％と

なった。一元感度分析の結果、全 217 のパ

ラメータにおいて、ICER が 300 万円を超え

るものはなく、ベースケース分析の結果へ

及ぼすパラメータの不確実性の影響は小さ

いと考えられた。個々の疾患モデルでのベ

ースケース値は疾患によって検診介入は費

用対効果に優れる場合とそうでない場合が

あることが示されている。検診の対象疾患

を複数にすることによって加齢黄斑変性や

糖尿病網膜症など単一では費用対効果が担

保されない疾患への検診介入も総体として

見ると費用対効果の面で許容されると考え

られた。 

 検診介入による 40 歳以上の失明減少率

は各疾患モデルで白内障が 76.9%、緑内障

が 12.3%、糖尿病網膜症が 1.4%、加齢黄斑

変性が 40.7%となっており、それぞれの疾

患で検診介入による失明者の減少効果が見

込めることが示されている。現行で糖尿病

網膜症には糖尿病患者への眼底スクリーニ

ングや特定健診での詳細な検査としての眼

底検査があるので検診介入による減少率が

低くなったと考えられるが、その他の疾患

では減少率が大きく、統合モデルにおいて

も失明減少率は 16.2％となった。 

 今回のモデルで成人眼科検診の標的疾患

とした 4 つの疾患は発症時期、進行速度、

予後が異なるために、検診を何歳から始め

ていつまで検診したらよいかが問題となっ

てくる。そこで、検診プログラムの開始年

齢、終了年齢、検診間隔をそれぞれ変動させ

て 83 パターンで ICER を算出したところ、

すべての検診プログラムで非検診群に対す

る検診群の増分費用と増分 QALY は正の値

をとり、WTP を下回る値となった。ただし、

失明者減少効果はプログラムによる差が大

きくなった。40 歳から 74 歳まで 5 年に 1 回

（最終年齢 70 歳）のベースケースの失明減

少率 16.2％に比べて、40 歳から 70 歳まで

毎年の検診では失明減少率が 54.4％と大幅

に増加する一方で、ICER はベースケースの

1,883,516 円/QALY と毎年の 1,920,668 円

/QALY とほぼ同じであった。若い年齢から

高齢まで 1 年毎に検診すると医学的効果

（失明減少率）が高くなるのは当然とも言

えるが、可能であれば１年に１回の眼科検

診の機会が望ましいと考えられた。 

現在、成人を対象とした眼科に特化した検

診を導入している自治体は全国で 2%弱で

あり、そのうち公表されている受診率では

ターゲット人口の数%というところも見受

けられる。眼科検診を効率的に実行するに

は受診率の増加が必須であり、眼科検診の

導入・実施に際しては特定健診のような受

診率の高い健診と同時に実施されることが

望ましいと思われる。 

 

E. 結論 

主要な失明原因疾患である白内障、緑内障、

糖尿病網膜症、加齢黄斑変性を眼底検査に

よって包括的にスクリーニングした場合を



統合モデルで検討したところ、眼科検診介

入は費用対効果に優れ、また大きな失明予

防効果が見込まれることが示された。モデ

ルに関与するパラメータ数は非常に多いが、

それらの不確実性を考慮しても分析結果に

大きな影響を与えないことが分かった。費

用対効果と失明予防の観点から最適な検診

プログラムは、40 歳の早期から開始し、70

歳以降まで毎年行うとよいことが示された。 

 以上から、成人を対象とした眼科検診プ

ログラムは費用対効果に優れ、失明減少効

果も大きいことが示された。成人眼科検診

プログラムは今後の視覚障害対策に組み込

まれていくべき重要課題であると考えられ

た。ただし今回の結果は、基になるデータは

現実のものであっても、現実世界をモデル

化したシミュレーションの結果である。成

人眼科検診の実効性を確保する上では、検

診の精度と受診率の確保が重要であること

も認識する必要があり、これらの点を含め

て成人眼科検診の医学的効果、医療経済学

的効果について更に評価していきたいと考

えている。 
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表 1. ベースケース分析の結果 

 累積費用 増分費用 累積 QALY 増分 QALY ICER 

非検診群 1,262,788 円 - 30.5135 - - 

検診群 1,320,980 円 58,192 円 30.5443 0.0309 1,883,516 円/QALY 

 

 

表 2. 一元感度分析における影響の大きい上位 10 項目の結果 

 

ベースケ

ースの設

定値 

上限値 下限値 

上限値 

の時の

ICER 

[円/QALY] 

下限値 

の時の

ICER 

[円/QALY] 

白内障手術後の視力 1.0

以上の QOL 値 
0.87 1.00 0.75 1,408,715 2,734,168 

加齢黄斑変性における

サプリメント治療継続

割合 

90% 100% 50% 2,484,595 1,320,273 

白内障罹患率* 1 1.5 0.5 1,540,788 2,624,282 

老視罹患率 3% 5% 1% 2,320,505 1,550,925 

割引率 2% 4% 0% 2,242,394 1,597,631 

緑内障の失明の QOL 値 0.53 0.795 0.265 2,253,528 1,617,874 

加齢黄斑変性の前駆病

変罹患率* 
1 1.5 0.5 2,191,943 1,572,981 

白内障手術前の視力0.5-

0.9 の QOL 値 
0.59 0.64 0.48 2,102,345 1,532,568 

緑内障の自然予後 MD

スロープ値* 
1 1.5 0.5 1,692,575 2,251,882 

加齢黄斑変性のサプリ

メント費用 
54,432 円 

81,648

円 

27,216

円 
2,151,646 1,615,387 

 

  



 

表 3. 様々な検診スケジュール 

 
検診開

始年齢 
検診間隔 

検診終了

年齢 
ICER（円/QALY） 

失 明 抑 制

率 

最も ICERが

低いプログ

ラム 

70 4 年に 1 回 74 1,565,494/QALY 4.5% 

最も ICERが

高いプログ

ラム 

40 8 年に 1 回 50 2,341,562/QALY 4.3% 

最も失明抑

制率が低い

プログラム 

60 8 年に 1 回 74 1,624,023 円/QALY 0.7% 

最も失明抑

制率が高い

プログラム 

40 毎年 70 1,920,668 円/QALY 54.4% 

 

  



図 1. モデル概略図 

 

 

 

図 2. 失明率の変遷 
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図 3. 一元感度分析の結果 
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図 4. 検診の累積回数と ICER 及び失明抑制率との関係 

(a) 検診の累積回数と ICER 

 

 

(b) 検診の累積回数と失明抑制率 
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